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学則の変更の趣旨等を記載した書類 

1. 学則変更（収容定員変更）の内容

変更後（平成 29 年度） 変更前（平成 28 年度） 

学部・ 

学科名 

入学 

定員 

編入学

定員 

収容 

定員 

入学 

定員 

編入学 

定員 

収容 

定員 

外国語学部 390
3 年次

12
1,584 ← 395

3 年次

12 
1,604

英米学科 150
3 年次

9
618 ← 185

3 年次

9 
758

スペイン・ラテンア

メリカ学科 
60 － 240 60 － 240

フランス学科 60 － 240 ← 50 － 200

ドイツ学科 60 － 240 ← 50 － 200

アジア学科 60
3 年次

3
246 ← 50

3 年次

3 
206

経済学部 275 － 1,100 ← 265 － 1,060

経済学科 275 － 1,100 ← 265 － 1,060

経営学部 270 － 1,080 ← 245 － 980

経営学科 270 － 1,080 ← 245 － 980

総合政策学部 275
3 年次

10
1,120 ← 330

3 年次

10 
1,340

総合政策学科 275
3 年次

10
1,120 ← 330

3 年次

10 
1,340

理工学部 235 － 940 ← 225 － 900

システム数理学科 75 － 300 75 － 300

ソフトウェア工学科 80 － 320 ← 75 － 300

機械電子制御工学科 80 － 320 ← 75 － 300

国際教養学部 150
3 年次

5
610 － － － 

国際教養学科 150
3 年次

5
610 － － － 

2. 学則変更（収容定員変更）の必要性

「産学官によるグローバル人材育成のための戦略」（平成 23 年）に示されているように、

「世界的な競争と共生が進む現代社会において、日本人としてのアイデンティティを持ち
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ながら、広い視野に立って培われる教養と専門性、異なる言語、文化、価値を乗り越えて

関係を構築するためのコミュニケーション能力と協調性、新しい価値を創造する能力、次

世代までも視野に入れた社会貢献の意識などを持った人間」を育成していくことが求めら

れている。言い換えれば、グローバル時代に対応できる国際的な視野と問題解決力及び教

養を備えた人材及び社会に貢献することができる専門性を備えた人材の育成が、今日の大

学に期待されている重要な役割となっているといえる。 

 一方、愛知県を中心とする中部地方には、製造業を主とする多くの大企業が本社支社を

設置し大規模な関連工場を配置している。それらの大企業を中心に関連中小企業、さらに

は、運輸業、流通業などが密に関連し集中する産業地帯を形成している。過去何度か経済

不況が原因でこれら産業が落ち込むことはあったものの、関東や関西などの他地域と比較

した場合、景気の波に大きく左右されることなくその勢いを維持してきた。これら企業は

優秀な人材確保に積極的であり、昨今の好況感もあり、ここ何年かはさらに積極的に人材

を求めるようになってきている。このような状況の下、南山大学は有能な人材を輩出して

きており、以下で述べるように、これらの人材への需要は質量ともに従来同様これからも

高いと考えられる。 

 これら社会的要請に応えるべく、本学では「南山大学グランドデザイン」に沿ったビジ

ョン・キーフレーズ「個の力を、世界の力に。」を実現するための４つの改革テーマに沿っ

て絶えざる自己改革を進めている。4つの改革テーマとは、①教育対象の幅の拡大 ②学問

領域の幅の拡大 ③教育・研究を中心とした社会貢献のさらなる強化 ④地域・企業・卒

業生・海外との共生・協働の強化であり、これらを通して多様性を確保するユニバーサル

受け入れ体制の確立、二つのキャンパスの統合、新学部の設置、収容定員の変更を推進し

ていくこととした。 

 以上を踏まえて、人文科学系ならびに社会科学系のジェネラリストと理科系の技術者を

より多く育成していくこととしたい。そのために学部学科の入学定員を見直し、より必要

とされる学部へ既存の学部学科の定員を振り分けるとともに、新学部の設置を進めたいと

考える。特に収容定員の増加については、以下の社会的要請を根拠としている。 

＜資料 1＞南山大学グランドデザイン 

＜資料 2＞産学官によるグローバル人材育成のための戦略 

(1) 東海地方の 18 歳人口の動向と大学進学率等 

平成 22 年文部科学省中央教育審議会大学分科会大学規模・大学経営部会（第 9回）の参

考資料の推計によると、愛知県の 18 歳人口は平成 32 年には、平成 22 年比で 106％と増加

することが予測されている。岐阜県は 97％、三重県は 95％となるものの、東海 3 県の 18

歳人口は平成 22 年比で増加するものと考えられる。同じ資料の推計によると、大学・短大

進学率も愛知県は 59％、岐阜県は 57％、三重県は 52％となっており、愛知県、岐阜県は全

国平均の 53.2％を大きく上回っており、三重県は全国平均よりやや低くなっているものの、
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東海 3県としては全国平均を上回っている。さらに、平成 27 年学校基本調査（出身高校の

所在地県別入学者数）によると、愛知県の高校からの大学進学者のうち 71.2%（37,935 人

のうち 27,310 人）が愛知県内の大学に進学しており、残留率は他府県に比べて非常に高く、

全国第 1位である。 

＜資料 3＞大学規模・大学経営部会 参考資料（抜粋） 

＜資料 4＞平成 27 年度学校基本調査（出身高校の所在地県別 入学者数） 

(2) 南山大学への志願者数 

社会からの期待は入試状況においても認められる。平成 27 年度の志願者数は南山大学の

入学定員 2,075 名に対して、のべ 24,854 名となっている。過去 5 年間の平均も 22,720 名

である。定員増を行う学部学科においても入学定員に対する志願者は、外国語学部フラン

ス学科では入学定員 50 名に対して 610 名、外国語学部ドイツ学科では入学定員 50 名に対

して 686 名、外国語学部アジア学科では入学定員 50 名に対して 524 名、経済学部経済学科

は入学定員 265 名に対して 3,520 名、経営学部経営学科は 245 名に対して 3,043 名、理工

学部ソフトウェア工学科は 75 名に対して 1,111 名、理工学部機械電子制御工学科は 75 名

に対して 1,148 名となっている。このように本学への志願の意向は、入学定員に比して十

分に高い。 

＜資料 5＞志願者数 

(3) 南山大学の就職率および求人募集 

 平成 27 年 7 月の有効求人倍率は、愛知県は 1.54、岐阜県 1.56、三重県 1.31 と全国平均

の 1.21 を大きく上回っている。このことを反映して、学生の就職率（就職者/就職希望者）

は、過去 5 年間、平均 96.6％となっている。定員増を行う学部学科においても、就職率の

5年間の平均は、外国語学部フランス学科では 94.2％、外国語学部ドイツ学科では 97.9％、

外国語学部アジア学科では 96.7％、経済学部経営学科では 97.2％、経営学部経営学科では

97.8％、理工学部ソフトウェア工学科は 97.5％、理工学部機械電子制御工学科（前身は情

報理工学部システム創成工学科）98.6％となっており、これらの学部学科の卒業生に対す

る社会からの期待は大きい（理工学部ソフトウェア工学科、機械電子制御工学科（前身の

情報理工学部システム創成工学科）は平成 21 年度設置のため 3年間の平均）。 

さらに、平成 26 年度入社対象の求人票は 7,945 社から、平成 27 年度入社対象の求人票

は 9,902 社から、平成 28 年度入社対象の求人票は 11,361 社（平成 28 年 2 月末時点）から

送られてきており、年々2,000 社ずつ増えていることから、企業の期待が大きいといえる。 

＜資料 6＞厚生労働省発表 有効求人倍率（抜粋） 

＜資料 7＞学科別就職率推移 

以上から大学が養成する人材と企業の求める人材、高校生の期待を総合的に勘案し、以
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下の学部学科において収容定員の調整を行う。以下に、入学定員増を計画する学部・学科

について個別に説明する。 

2-1. 外国語学部フランス学科、ドイツ学科、アジア学科 

 外国語学部では、グローバル化が進む現代社会における問題解決のアプローチとして必

要とされる外国語教育と地域研究を軸とした教育を今後も実施していく。フランス語、ド

イツ語、中国語、インドネシア語の高い運用能力を鍛錬する南山大学外国語学部フランス

学科、ドイツ学科、アジア学科においては、グローバル社会で活躍するための優れた外国

語コミュニケーション能力を備え、それらの言語を用いて情報を収集し、異文化を理解す

るとともに自分の思考を表現する能力を身につけて、地域・社会に貢献する人材を養成し

てきた。 

 中央教育審議会「学士課程教育の構築に向けて（審議のまとめ）」（平成 20 年 3 月 25 日）

によれば、学士課程で育成する「21 世紀型市民」の内容として、求められる学士の知識・

理解には「多文化・異文化に関する知識の理解」が挙げられ、日本語だけでなく外国語を

含む汎用的技能のコミュニケーション・スキルの重要性が指摘されている。 

このような国の方針を踏まえ、人文系の国際的ジェネラリストに対する需要が高いとの

認識の下、外国語学部の 3 学科は異文化と文化の多様性に対する深い理解を備えた国際的

な人材の一層の育成に取り組んでいく必要があると考えた。外国語教育の適正規模の維持、

少人数教育を維持した丁寧な教育の継続、カリキュラムの充実を踏まえて、この 3 学科の

入学定員はそれぞれ現在の 50 名に 10 名増した 60 名とする。 

＜資料 8＞中央教育審議会「学士課程教育の構築に向けて（審議のまとめ）」（抜粋） 

2-2. 経済学部経済学科 

経済学部では、グローバル化にともない複雑化する現代の経済のしくみを理解させ、さ

まざまな経済状況を適確に判断しつつ行動できる人材の育成を継続して行ってきた。 

平成 26 年 6 月 24 日付で閣議決定された「日本再興戦略 改訂 2014」で掲げられた「地

域活性化・地域構造改革の実現／中堅企業・中小企業・小規模事業者の革新」の中で、地

域の自立的な発展を促すためには地域金融機関の役割が重要であると指摘されている。本

学の経済学部経済学科では、「金融論」「国際金融論」「日本経済史 A」「現代産業論」などの

金融や経済に関わる授業科目が充実しており、学生の興味関心も高い。また、学科全体で

地元を中心とする金融機関に就職する割合が高い（平成 26 年度実績：就職者 242 名のうち

80 名・33.1％ 平成 25 年度実績：就職者 253 名のうち 74 名・29.2%）。 

以上、本学の将来計画、さらに企業からの要求や高校生の期待を総合的に考慮し、経済

学部が育成する社会科学系のジェネラリストに対する需要が高いとの判断に基づき、入学

定員は現在の 265 名に 10 名増した 275 名とする。 

＜資料 9＞日本再興戦略 改訂 2014 （抜粋）「６．地域活性化・地域構造改革の実現／中
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堅企業・中小企業・小規模事業者の革新」 

2-3. 経営学部経営学科 

 近年は企業のグローバル事業展開が進んでおり、経営学教育においては他学部にも増し

て国際性が求められている。南山大学経営学部では、これまでの国際性を重視したカリキ

ュラムを充実させ、グローバル化・情報化が進む国際ビジネス社会において活躍できる人

材の育成を行ってきた。 

上述の「日本再興戦略 改訂 2014」で掲げられた「地域活性化・地域構造改革の実現／

中堅企業・中小企業・小規模事業者の革新」の中では、地域産業の改革や中堅企業等の海

外展開促進の重要性が指摘されている。本学の経営学部経営学科では、「Corporate Finance 

A」「International Management A」「国際会計論」「国際財務論」などの企業活動の国際化に

対応する科目を手厚く配置している。東海 3 県に本社を置く海外展開を促進する企業への

就職者も多い（平成 26 年度実績：就職者 207 名のうち 114 名・55.1％ 平成 25 年度実績：

就職者 229 名のうち 128 名・55.9%）。 

このように社会科学系の国際ジェネラリストに対する需要が高いことから、国際ビジネ

ス社会における多様な文化を理解した上で、組織運営のための効率的な経営方策を考え、

それを実行できる能力を備えた人材の一層の育成に取り組んでいく必要がある。専任教員

を 18 名から 8 名増の 26 名とすることで教育の質を担保しつつ教育課程のカリキュラムを

充実させ、入学定員は現在の 245 名に 25 名増した 270 名とする。 

2-4. 理工学部 

 これまで理工学部では、理学を基礎とし、産業変化に伴う技術の変貌に対して柔軟に対

応できる技術者を養成してきた。 

文部科学省が平成 27 年 3 月 13 日付で策定した「理工系人材育成戦略」において、「新し

いアイデアと高い技術力を駆使し実用へと導くことのできる付加価値の高い理工系人材は、

欠くことのできない存在である」とされており、理工系人材の質的充実・量的確保の必要

性が謳われている。この国の方針を踏まえるとともに、今後も絶え間なく続く技術革新の

中で高度な専門技術をもとに新しい製品や価値を生み出せる人材育成を目指してきた以下

の理工学部の 2学科では、それぞれに地域の要請に応える必要がある。 

(1) ソフトウェア工学科 

 情報通信技術革新が目覚ましく、その普及が即時的である現代社会において、ソフトウ

ェア工学科が育成するソフトウェア技術を系統的に修めた技術者に対する要請は質量の両

面から高いものがある。加えて、中部地方における主要産業である機械工学を支える基礎

技術としてのソフトウェア技術が重要であるという認識の下、さらなる人材の輩出が必要

と考えられる。文部科学省の方針に加えてこの社会的要請を踏まえ、これまで高い評価を

得てきた本学科の教育の質を維持しつつ、量的要請にも十分応えるために入学定員は現在
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の 75 名に 5名増した 80 名とする。 

＜資料 10＞文部科学省「理工系人材育成戦略」（抜粋） 

(2) 機械電子制御工学科 

 中部地方における機械産業は自動車産業を核に全国的にも主要産業と位置付けられてい

る。日本の基幹産業の牽引車の役割を果たす中部地方において、機械電子制御工学科が養

成する理学を基礎とし、人や社会に応用するための工学知識と製品を的確に作動させる情

報技術を総合的に修得した人材への関連企業からの要請は質量共に高い。 

本学科は機械工作技術とともに、情報化社会においてそれを制御する技術がより重要と

考え、ソフトウェア工学科同様、文部科学省の方針に加えてこの社会的要請を踏まえ、こ

れまで高い評価を得てきた本学科の教育の質を維持しつつ、量的要請にも十分応えるため

に入学定員は現在の 75 名に 5名増した 80 名とする。 

2-5. 国際教養学部国際教養学科（平成 28 年 4 月末、学部設置届出書類提出予定） 

平成 20 年 12 月の中央教育審議会の答申「学士課程教育の構築に向けて」に示されてい

るとおり、21 世紀型市民に求められる教養教育を行うことは大学の重要な使命の一つであ

る。さらに、日本学術会議から平成 22 年 4 月に公表された「21 世紀の教養と教養教育」と

題された提言においては、21 世紀の大学に求められる教養教育とは、国民国家の枠組みに

とどまらない現代の国際社会における諸問題を国際的視点から解決する価値を創造できる

人材を育成するものと位置付けられている。 

さらに「産学官によるグローバル人材育成のための戦略」（平成 23 年 4 月 28 日）に示さ

れているように、「世界的な競争と共生が進む現代社会において、日本人としてのアイデン

ティティを持ちながら、広い視野に立って培われる教養と専門性、異なる言語、文化、価

値を乗り越えて関係を構築するためのコミュニケーション能力と協調性、新しい価値を創

造する能力、次世代までも視野に入れた社会貢献の意識などを持った人間」を育成してい

くことが求められている。 

 国際教養学部は、こうした社会的要請・必要性に応えるべく構想したものであり、既設

の外国語学部とともに本学の国際教育の中心的役割を担う学部学科として位置づける。特

に、外国語学部がカバーし切れていない、持続可能な社会づくりや地域を超えたグローバ

ルな視点で教育する国際教養学の分野に対する中部地域の高校生の期待を充足させるため

の学部学科としての役割を担う。そのために、アクティブ・ラーニングを主とした教育方

法を採用し、少人数クラスによって授業を運営することができる規模として入学定員を 150

名に設定し、平成 29 年度から新設する。 

2-6.入学定員を減らす学部学科について 

 本学は平成 12 年に大規模な学部改組を実施した。この間、グローバル化が進むとともに

社会的ニーズも変化してきている。社会科学分野の学問領域を横断的・総合的に教育研究
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し、政策の立案や制度設計を行ってきた総合政策学部が日本においてその学問分野の成立

からほぼ 30 年を経て、見直しを必要とする部分も出てきた。本学においても平成 12 年の

設置から他の社会科学系の学部よりも 70～80 名程度多い入学定員としてきたが、21 世紀の

地球規模で進む社会の変化を理解するためのより専門的な個別分野の学問の教育を行うた

めに、収容定員を再配分する必要があるとの認識に至った。設立当初、総合政策学教育に

おいては、一定程度以上の量確保が社会的使命を果たすものだとの認識で入学定員の設定

を行ったが、総合政策学は学際領域を扱う学問であり、よりきめの細かい指導が必要との

認識に至った。少なくとも経済学部ならびに経営学部と同様の規模に是正すべきと考え、

総合政策学部総合政策学科の入学定員を現在の 330 名から 55 名減らし、経済学部に 10 名、

経営学部に 25 名の入学定員を再配分する。 

 また、国際教養学部の新設（平成 28 年 4 月届出予定）を国際共通語としての英語教育を

重視してきた外国語学部英米学科の改組拡大と位置づけ、英米学科の現在の入学定員 185

名から 35 名を国際教養学部の入学定員 150 名の一部に振り替えることとする。 

 入学定員を減らすこの 2学科においては、基準教員数を超える教員を配置しているので、

入学定員を減じることにより、本学の特色としてきた少人数教育の充実も維持することが

できる。 

3. 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程の変更内容

3-1.教育課程の変更内容について 

平成 29 年度に計画している 6 学部 10 学科における収容定員の変更を行うことに伴い、

新設する国際教養学部においては新たに教育課程を編成する。経済学部、理工学部の２学

部においては入学定員増に伴い、総合政策学部においては入学定員減に伴い教育課程を変

更する。一方、入学定員を増やす外国語学部フランス学科、ドイツ学科およびアジア学科

ならびに経営学部、入学定員を減らす外国語学部英米学科においては、現在の教育課程が

社会の要請に適った人材を養成することができていると考え、教育課程の変更を行わない。

しかしながら、国際教養学部の新設および 4 学部 7 学科の収容定員を増やすことを機に、

学習の習得の向上を考え、及び学習意欲を喚起させる効果を考えて共通教育科目の再編と

クォーター制の導入を行う。その変更の実施においては、現在本学が提供できている教育

の質を保証することを前提として、教育方法及び履修指導方法などについて必要な変更を

実施することとする。 

まず、従来行ってきた本学の教育モットーである「人間の尊厳のために」の精神を涵養

し、専門領域にとらわれない幅広い学問知識を身につける共通教育については、平成 27 年

度学長方針において示したように「学部の垣根を超えた履修体制」を実現すること目指す。

具体的には、カトリック大学としての特色ある科目である「宗教科目」および「人間の尊

厳科目」については引き続き必修科目とする一方、南山大学の歴史について学び、母校に

対する理解を深めるための講義科目「南山大学の軌跡」を新設する。本学全体のカリキュ



8 

ラムの有機的連関を高めるために、従来の「テーマ科目」および「分野科目」については、

全学的な教養教育の根幹をなす科目群としての性格を明確にするために一つのカテゴリー

にまとめ「基盤・学際科目」に組み込むとともに、系統だった学びを意識させるために「思

想と文化・芸術」、「歴史と世界」、「社会と経済・法律」、「自然と環境」、「科学と情報」の 5

系列に分ける。 

全学の外国語科目については引き続き英語およびその他の外国語科目の言語数を維持し

て開講するとともに、「英語展開科目」という新しい科目群を設け、中級・上級者向け科目

を充実させる。さらに、平成 24 年度外部評価委員会における指摘を踏まえて情報倫理を学

ぶ必修科目として「情報倫理科目」を新たに配置する。 後に、選択科目として新たに「実

践知形成科目」を置く。これを「キャリア教育科目」および「海外研修科目」によって構

成し、前者には既存の「インターンシップ」に加えて企業による帯講座を配置する。後者

には短期留学プログラムを配置し、全ての学部学科の学生が履修できるように整備するこ

とで、収容定員を増やす経済学部経済学科や経営学部経営学科の国際化の取り組みを支え

る教育課程とする。 

もう一つの変更点であるクォーター制については、新設する国際教養学部だけでなく、

すべての学部学科において実施する。クォーター制の導入により、学生の学修到達度を見

る機会を倍に増やし、より丁寧な学生指導を実施することで、より教育効果を高めること

ができる。学生の側では履修計画の柔軟な組み立てが可能になるとともに、短期や長期の

留学がしやすくなり、国際化に沿った学修の選択肢を広げることができる。 

経済学部では、海外へ進出する製造業等の産業界の要請に応えるべく、国際社会で活躍

する人材の養成をさらに進めていくために、短期留学プログラムを単位化して長期留学へ

繋げる方途とするとともに、留学に必要な英語の運用能力の向上を図るために、２年次に

おいて英語科目を重点的に修得することができるようにする。 

理工学部では、上述の理科系の技術者の育成の必要性ならびに企業の人材需要を基礎的

な理系的素養を身につけた人材の需要と捉え、昨今の初等から中等教育に至るまでの理科

教育を補完することも目的として実験実習を重視したカリキュラムに変更する。また、大

学院修了者のニーズが学部卒業者に対する期待の大きさと考え、大学院との一貫教育を目

指す学部教育の充実を図る。具体的には卒業論文研究と修士論文研究を有機的に機能させ

るために、卒業論文研究では PBL を積極的に採り入れる。 

総合政策学部では、入学定員を減じて他の社会科学系学部と揃えることを機に、次のよ

うに教育課程を変更する。社会科学分野の学問領域を総合的に教育して得られた知見を政

策の立案や制度設計に活用する総合政策学の特性を踏まえつつ、履修できる分野および科

目の位置づけを可視化する。国際政策・環境政策・公共政策の 3 領域それぞれに重点をお

き課程を再編する。具体的には、学科科目を基礎科目、方法論科目、発展科目、応用科目

に分類再編する。 

国際教養学部では、「ローカルに生起する問題を理解するためにグローバルな視点からア
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プローチすることによって、多文化共生社会の実現と持続可能な社会の構築を目指すため

の学問」として「国際教養学」を定義し、その教育・研究を行う。それによって 21 世紀の

教養の核となる「技法知」「実践知と市民的教養」「学問知」を涵養し、21 世紀に期待され

る国際教養学を備えた人材を育成することを特色とする。こうした目的を達成するため国

際教養学部では、①人文科学に基礎を置きグローバルの視点からのアプローチを教育する

「グローバル・スタディーズ」を主たる軸とし、②持続可能な社会の構築について教育す

る「サステイナビリティ・スタディーズ」を従たる軸として教育課程を編成する。具体的

には、「市民的教養」を「シティズンシップ論」や「多元文化論」などの「市民的教養の基

礎科目」によって獲得させるとともに、「学問知」を「創造的・批判的思考」や「文化論」

などの「学問知の基礎科目」によって獲得させる。また、「技法知」を外国語教育ならびに

情報関連教育によって獲得させるものとする。さらにこれらの「市民的教養」と「学問知」

ならびに「技法知」教育を基礎とし、事例としての地域研究や PBL ならびに卒業論文研究

を通して「実践知」の獲得を促す。 

＜資料 11＞国際教養学部設置の趣旨等を記載した書類（平成 28 年 4 月届出予定）（抜粋） 

3-2.教育方法及び履修指導方法の変更内容について 

 新設する国際教養学部国際教養学科以外の、収容定員を変更する学部学科において、基

本的には上記の教育課程の変更内容に伴う教育方法と履修指導方法の区別、違いはない。

つまり共通教育科目の再編とクォーター制の導入については、全学的に実施するものであ

り、定員の増減によって教育方法と履修指導方法の実施が異なるわけではない。 

 クォーター制の導入によって、３・４年次の演習科目を除いて１つの科目は一週間に 2

回の授業を実施し、集中的な教育を提供することができ、教育効果が上がる。この変更に

よって、本学の学生が留学しやすくなるだけでなく、本学が長年培ってきて、海外でも好

評を得ている日本語教育プログラムの学年暦と合わせることができ、海外からの留学生受

け入れの増加につながる。また平成 24 年度から導入した英語で授業を行う科目を体系化し

た「国際科目群」の科目が、クォーター制の導入によって留学生にとっても履修しやすく

なり、学内における留学生と日本人学生との交流が活発化し、キャンパスの国際化が進む。 

 外国語学部フランス学科、ドイツ学科ならびにアジア学科では、外国語教育と地域研究

を軸としたこれまでの教育課程の変更は行わないが、フランス学科及びドイツ学科では文

化専攻と社会専攻、アジア学科では東アジア専攻と東南アジア専攻として、地域研究の領

域を明示する専攻制を導入して、これまで配置してきた学科科目を体系的かつ集中的に履

修できるようにする。 

 経済学部では、海外での実習を体験させるとともに、英語の運用能力の一層の向上を目

指すカリキュラムへの変更に伴って、2年次に短期留学プログラムを単位化して配置し、あ

わせてこれまで 2 年次から 4 年次まで履修可としてきた「経済英語」や「ビジネス英語」

等の学科英語科目について、2年次での履修を促すよう履修指導を行う。 
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 総合政策学部では、科目の位置づけを明示する変更に伴い、理論と現場実践を統合した

有効な政策立案の一層の実現に向けて、実務教員によるオムニバス科目やフィールド系ア

クティブ・ラーニング科目を配置して、学生の能動的な学修を促す。 

 理工学部の実験実習を重視したカリキュラムへの変更、大学院との一貫教育を目指す学

部教育の充実を図るために、基礎的な物理学ならびに工学実験を行うとともに、理科系の

文書の書き方について指導する卒業研究において、理論、技術体系の専門的な第一歩とし

て課題解決型の指導方法を採用する。 

一方、新設する国際教養学部国際教養学科では、1年次に徹底した英語教育を実施し、２

年次の第二クォーターにおいて原則必修とする６週間の海外留学を実施した後は、学科科

目は基本的には英語によって提供することとする。クォーター制の導入により一週間 2 回

の授業のうち、 初の一回では講義形式で授業を行い、二回目の授業ではディスカッショ

ンを主体としたアクティブ・ラーニングを導入することで、学生に自主的な学びを促す。 

 収容定員変更を行った後も継続して各学部・学科がその目的に合わせた様々な授業形態

（講義・演習・実験等）によって授業を実施する。授業時間外でも充分な学習時間を確保

するため、各学部・学科とも履修登録の上限単位数を定めて、学期ごとの履修登録の上限

単位数を各学部・学科の履修要項で明示し、年間の学習や卒業要件単位数に対して適切な

履修指導を継続して実施する。ほとんどの学部では 1 年次より演習科目を開講しており、

授業ではディスカッションを重視し、学生の主体的な学びを促す授業形態を採用している。

また、指導教員制により、指導教員による個別の丁寧な指導を実施する。これらの教育方

法及び履修指導方法は変更せず、継続して実施していく。 

3-3.教員組織の変更内容について 

 入学定員を 10 名ずつ増やす外国語学部のフランス、ドイツ、アジア学科においては、少

人数クラスによる外国語教育の質をさらに高めるとともに、３〜４年次の専門教育のカリ

キュラムの充実及び卒業論文指導を通じて学生の思考力、創造力、文章による表現力をよ

り丁寧に鍛錬するために教員をそれぞれ 1名増やす。これにより、フランス学科は 9名（う

ち教授 3 名）の配置、ドイツ学科は 9 名（うち教授 4 名）の配置、アジア学科は 9 名（う

ち教授 6名）の配置となる。 

 入学定員を大きく増やす経済学部及び経営学部では、上記のような全学的な共通教育の

教育課程の変更及びクォーター制の導入に対応するとともに、それぞれの学部の３〜４年

次の専門教育のカリキュラムの充実及び卒業論文指導を通じて学生の論理的思考力、問題

解決力、文章による表現力をより丁寧に鍛錬するために、教員を経済学部で 6 名、経営学

部で 8 名増やす。これにより、経済学部は 26 名（うち教授 11 名）の配置、経営学部は 26

名（うち教授 17 名）の配置となる。  

理工学部ソフトウェア工学科、機械電子制御工学科においては、理工学部の実験実習を

重視したカリキュラムへの変更、卒業研究の指導のさらなる充実を図るために、ソフトウ
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ェア工学科で 1 名、機械電子制御工学科で 2 名増やす。これにより、ソフトウェア工学科

は 12 名（うち教授 5 名）の配置、機械電子制御工学科は 12 名（うち教授 8 名）の配置と

なり、教育課程の変更による教育方法と履修指導方法の変更に沿った教育を実施できる教

員数の配置となる。 

新設する国際教養学部の教員組織については、独自の教育方法及び履修指導方法に適し

た 23名の教員を配置し、本学の少人数クラスによる外国語教育の特色を踏襲するとともに、

新たなアクティブ・ラーニングの教育方法による学生の主体的な学びを実現する。 

 一方、収容定員を減らす外国語学部英米学科と総合政策学部総合政策学科では、従来の

教員数を見直し学生数に見合った教員配置とし、英米学科では教員数を 19 名、総合政策学

科では収容定員がほぼ同数である経済、経営、法学の社会科学系の学部と同じ教員数であ

る 26 名とする。英米学科の教員数は減少するが、英語の授業における少人数クラスは十分

に維持することができるとともに卒業論文指導も従来の教育の質を低下させることなく指

導することができる。政策の立案や制度設計を行ってきた総合政策学部総合政策学科には、

社会科学分野の学問領域を横断的・総合的に教育研究することから一般教養の教員を数多

く配置してきたが、15 年以上にわたる教育経験を踏まえ総合政策学部に必要な教員数を再

検討した。この両学科においても、上記のような全学的な共通教育の教育課程の変更及び

クォーター制の導入に対応するための十分な教員の配置となっている。 

入学定員を変更しないその他の学部学科においては、上記のような全学的な教育課程の

変更及びクォーター制の導入に対応するための十分な教員を備えており、教員組織の変更

は行わない。 

3-4.大学全体の施設・設備の変更内容について 

現在、南山大学は名古屋市と瀬戸市にそれぞれキャンパスを所有している。平成 27 年 4

月に瀬戸キャンパスの理工学部と理工学研究科および数理情報研究科を名古屋キャンパス

へ移転した。国際教養学部を開設する平成 29 年 4 月には、総合政策学部と総合政策研究科

を瀬戸キャンパスから名古屋キャンパスへ移転し、すべての学部と研究科を名古屋キャン

パスに統合する。 

学生の収容定員を増やす外国語学部の 3 学科、経済学部経済学科、経営学部経営学科、

理工学部の 2 学科の授業を実施している名古屋キャンパスでは、以下の表に示す通り現在

の 1 週間の教室の使用状況（稼働率）の平均は 50.1%（2015 年度秋学期実績）であり、学

生の予習復習や課外活動への対応と、学生数の増加、教育課程の変更によるクラス数の増

加には支障なく耐えられる教室数が用意されている。 
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教室稼働率 2015 年度秋学期実績

時限 月 火 水 木 金 

1 時限 70 31.7% 92 41.6% 119 53.8% 107 48.4% 93 42.1% 

2 時限 104 47.1% 154 69.7% 131 59.3% 142 64.3% 102 46.2% 

3 時限 95 43.0% 121 54.8% 124 56.1% 126 57.0% 

4 時限 100 45.2% 111 50.2% 126 57.0% 106 48.0% 

（左側：使用教室数 右側：稼働率 教室総数 221 室） 

総合政策学部と総合政策研究科の移転および国際教養学部設置による学生数増加に対応

するため、30 名（21 室）、40 名教室（4 室）、60 名教室（4 室）、80 名教室（4 室）、100 名

教室（2 室）、120 名教室（3 室）、180 名教室（1 室）、教員研究室（56 室）、大学院生・学

部生研究室（3 室）、セミナー教室（14 室）、ラーニング・コモンズを備えた新教室・研究

棟（地上 7階・地下 1階）が平成 29 年 2 月に竣工予定である。さらに、約 400 名を収容す

る食堂と大小 14 室のクラブハウスを整備した新食堂棟（地上 2 階）も平成 28 年 7 月に竣

工予定であり、大学全体として収容定員の変更による学生数の増加に対応した必要かつ十

分な教室と施設設備を備えている。二つのキャンパスが統合後に一つのキャンパスとなっ

た後も教育の質を充分に保障し、学生の利便性を満足させる設備となっている。 

収容定員を変更する平成 29 年 4 月からは名古屋キャンパス全体の教室数は以下のとおり

となり、全学部の授業を行うために十分な教室数を整備している。また、すべての専任教

員（教授、准教授、講師）には個人研究室が用意されている。 

教室定員 教室数 教室定員 教室数 教室定員 教室数 教室定員 教室数

1～10 名 2 11～20 名 27 21～30 名 47 31～40 名 52 

41～50 名 23 51～100 名 79 101～200 名 27 201～300 名 7 

301～500 名 4 501 名以上 2 （名古屋キャンパス全体の教室数）
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南山大学では、2005年4月1日付「理事長基本方針」で示された20年後の将来像検討要請を受けて、今後

どのような方針で、どのような方向に向かっていくのか、20年先を見据えてどのようになっていたいのかに

ついて、2005年12月より学内にワーキンググループを立ち上げ検討してきました。学内構成員へのインタ

ビュー、他大学調査を含めた現状分析を経て、建学の理念の再解釈を行い、将来の社会変化予測を踏ま

えて将来ビジョンを定め、このたびひとつの方向性をまとめたので、ここで紹介します。

ビジョン・キーフレーズ「個の力を、世界の力に。」

ビジョン実現のための中長期目標

改革テーマ

改革方針

＜資料1＞南山大学グランドデザイン
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【本学のビジョン】

個の力を、世界の力に

人種、障がい、宗教、文化、性別など様々な違いを認識し、多様性

を前提とした人間の尊厳、他者の尊厳を大切にし、人々が共生・協

働することで、新たな価値観の創造に貢献する。

本学は、建学の理念を「キリスト教世界観に基づく学校教育を行い、人間の尊厳

を尊重かつ推進する人材の育成」とし、そこに具体的な方向性を与えるために

「人間の尊厳のために」という教育モットーを掲げています。将来、様々な領域で

社会の大きな変化が予測されますが、本学のミッションは揺るぎなく「人間の尊厳

のために」がその中心となります。「人間の尊厳」とは何か、それをどのように具

現化していくかについて検討を重ね、このたび、ビジョンを「人種、障がい、宗教、

文化、性別など、様々な違いを認識し、多様性を前提とした人間の尊厳、他者の

尊厳を大切にし、人々が共生・協働することで、新たな価値の創造に貢献する」と

掲げ、それを端的に表すキーフレーズを「個の力を、世界の力に。」と策定しまし

た。ここには、本学は世界から選ばれ、世界に人材を輩出することができ、地域

に根ざしていると同時に世界に開かれている大学になっているのだという願いを

込めています。

このように、様々な違いを認識し多様性を尊重した新たな価値の創造は、今後、

世界的にも重要な価値観のひとつとなるでしょう。人間の尊厳――自分自身と他

者の尊厳を尊重し、それを指針に生き、推進していく人々が共生・協働することに

より「個の力」が結集され、世界に貢献できる「世界の力」となりえます。本学が教

育・研究・社会貢献を通じて実現するのは、「個の力」が練磨され、新たな価値を

創造する学的共同体であり、「世界の力」として世界に貢献できる人材の育成で

あると考えます。
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ユニバーサル受け入れ体制が確立し、ビジョンを実現した大学として、世界から選ばれ世界に人材を輩出している大学に

なること。

本学は、優秀な留学生を多数受け入れ、留学生比率（学部、大学院）が高い国際的な大学としての評価がさらに高まってい

る。そして、「年齢、価値観等の壁を越え、人間の尊厳を尊重し、推進できる人材」を輩出している。それらの人材は、国際機

関、多国籍企業、国内企業の海外部門だけでなく、あらゆる機関・組織で活躍していることを目標とします。

人間の尊厳を尊重し、推進するための先駆的研究を行い、学際的な共同研究の拠点として、新たな学問的価値を創出す

ること。

ビジョンに関連する研究分野において、世界各地の研究所や研究者とのネットワークが構築され、学際的な共同研究や人

的交流の拠点となり、新たな学問的価値を創造する大学として世界から認知されることを目標とします。

ビジョンを具現化する社会貢献の拠点として、地元で最も愛される大学となること。

様々な社会的役割をもつ人々が集まり、知の協働が生まれる拠点として、地域から高い信頼を得ていることを目標としま

す。
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目標を実現するために、4つの改革テーマを掲げました。

教育対象の幅の拡大

　これは年齢、国籍を問わず、教育対象の幅を拡大していくことであり、大学は18歳から22歳だけを対象としているわけではありません。ま

た、日本人だけ、あるいは日本語を母語とするものだけに開かれているわけではありません。そのためにはキャンパス改善も含めたキャンパ

ス使用形態の検討、募集制度改革、学部留学生の受け入れ強化、e-learningの導入検討ならびに強化、ユニバーサル受け入れ体制の実現

などの計画・施策が必要となります。

学問領域の幅の拡大

　本学は2000年に瀬戸キャンパスに初の理工系学部となる数理情報学部を立ち上げましたが、今後これを中心としてさらに理系の分野を強

化していきます。どの分野にどの程度強化できるかは今後の課題となりますが、理系の強化を図っていくことになるでしょう。 

教育・研究を中心とした社会貢献のさらなる強化 

　ビジョンを具現化した教育・研究を中心として、社会貢献をさらに強化していきます。 

地域・企業・卒業生・海外との共生・協働の強化 

　地域貢献は今までもかなり意識的におこなっており、また、昨今企業との関係も強化されつつありますが、卒業生との連携はまだまだと言

えます。同窓生も5万人規模になりましたが、どのように連携していくかが喫緊の課題といえましょう。さらに海外との共生・協働では、本学に

は外国人留学生別科があり、別科の卒業生の同窓会組織づくりをはじめています。もちろん、海外との連携は何も別科だけに限りませんの

で、海外の大学との一層の連携を考えます。平成18年度「魅力ある大学院教育」イニシアティブ（文部科学省）に採択された大学院人間文化

研究科言語学科専攻の取り組みもそのひとつの先駆的な切り口となるでしょう。 
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改革テーマを実現するために、いくつかの改革方針を挙げています。例えば、今後国際化のさらなる進展という機会に対して、東海地区での語学・国際

性でのブランド力といった本学の強みを最大限に活かすべく、他者・異文化理解を軸としたビジョンを具現化した国際教育をさらに発展・強化していく必

要があります。そのためには海外の大学等の諸機関との連携を緊密にすることが肝要です。また、人格教育と、キリスト教哲学、職業倫理、生命倫理等

を含む宗教教育の充実もビジョンの実現のために必要となります。奨学金制度の充実、メンター制度（※1）、就職支援、居場所づくり等学生サービスに

関してもさらに強化していく余地があると考えています。また、全国的には18歳人口の減少という脅威と東海地区以外では認知度が低いという弱みを考

慮し、入試改革によるユニバーサル受け入れ体制の確立、東海地区における高校生への募集体制のさらなる充実と並行して、国内他地域の高校生へ

の募集体制の再検討が必要でしょう。

今後の20年間においては国際化、少子高齢化、生涯二転職四学習（※2）等様々な領域で社会の大きな変化が予測されます。その社会の変化に伴っ

て、教育もまた変化していかざるをえない状況が訪れるでしょう。本学は今までも「絶えざる自己改革」を行ってきました。今後もビジョンに基づき、さらな
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る自己改革を実施していくことが重要となります。また、本学が21世紀にも日本・世界において高い評価を得ることができるためには、社会に向けて積極

的に寄与していくことが必要です。

※1　メンター制度

日頃のコミュニケーションを通して、先輩の立場から自らの経験を踏まえて後輩の相談に応じ、個人レベルでのサポートを可能にする制度。

※2　生涯二転職四学習

国の経済財政諮問会議の「日本21世紀ビジョン」の中で提唱されている概念。一生涯で2回転職、就職前転職間の2回、引退後の計4回の機会に学習すること。国民が年

齢に関係なく意欲と能力に応じ、多種多様な就業形態や学習機会を選択できる社会を築いていくことの重要性を唱えている。

改革計画

ワーキンググループでは、中長期計画を、ビジョン、目標を踏まえ、現状分析でのデータ等に基づき、募集、教育、研究、社会貢献、学生サービ

ス、人材輩出、人・組織、キャンパス、財務の各側面から検討しました。さらに、今後20年を3期にわけ、第1期（短期・中期計画の実行、土台づくり

期）、第2期（展開・発展期）、第3期（完成期）ごとの改革計画を提案しています。今年度よりこれらの施策等を吟味、検討していく所存です。20年

後にはビジョンに基づく教育・研究・社会貢献の完成期を迎え、日本全国、世界において、ビジョンが実現された特色のある大学として認知され、

選ばれ、日本全国、世界に人材を輩出する大学となることを目指します。
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＜資料2＞産学官によるグローバル人材の育成のための戦略
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＜資料3＞大学規模・大学経営部会　参考資料（抜粋）
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＜資料4＞平成27年度学校基本調査（出身高校の所在地県別入学者

数） 16　出身高校の所在地県別　入学者数　( 8 - 1 )

1　計

    出身高校の
所在地 計 北海道 青　森 岩　手 宮　城 秋　田 山　形 福　島 茨　城 栃　木 群　馬 埼　玉 千　葉 東　京 神奈川 新　潟 富　山 石　川 福　井 山　梨 長　野 岐　阜 静　岡 愛　知

出身高校の
所在地

大学の所在地 大学の所在地

平 成 27 年 度 617,507 20,339 5,021 4,519 10,125 3,670 4,427 7,653 14,934 9,192 9,241 33,902 29,206 76,342 42,984 9,561 4,593 5,459 3,884 4,947 9,113 9,551 17,407 37,935 平 成 27 年 度

北 海 道 18,807 13,885 344 270 144 162 94 68 148 92 107 243 251 562 304 99 49 72 21 36 83 57 190 252 北 海 道

青 森 3,248 462 1,873 250 78 191 59 31 23 24 6 39 16 30 15 14 4 2 5 1 11 8 14 8 青 森

岩 手 2,549 108 249 1,217 327 171 72 62 29 27 12 20 17 32 28 11 5 2 2 6 16 1 16 29 岩 手

宮 城 11,562 192 563 771 5,800 528 863 997 200 143 110 136 123 214 87 159 41 30 6 35 80 16 103 42 宮 城

秋 田 2,079 57 111 166 83 871 58 38 48 60 29 24 26 70 15 90 11 10 7 16 19 14 43 66 秋 田

山 形 2,727 71 99 123 548 91 858 188 60 98 42 39 36 52 25 128 5 3 2 9 32 21 78 44 山 形

福 島 3,274 19 52 107 215 75 174 1,472 243 207 77 49 37 81 36 110 6 3 2 17 32 16 82 19 福 島

茨 城 7,368 91 68 85 102 54 61 265 2,986 254 139 419 772 556 146 110 34 32 20 46 84 30 144 96 茨 城

栃 木 4,752 61 73 92 124 72 90 397 483 2,113 237 223 75 92 40 73 10 9 11 32 77 13 62 17 栃 木

群 馬 6,591 80 63 81 75 48 72 136 239 499 2,649 580 144 326 172 244 50 30 19 37 324 20 159 55 群 馬

埼 玉 31,391 399 228 179 317 168 239 677 1,437 1,189 1,447 10,547 2,009 6,562 942 674 100 84 34 248 696 63 580 208 埼 玉

千 葉 25,776 342 174 151 251 159 241 458 1,814 526 351 1,860 9,417 4,657 1,004 424 85 70 33 236 436 72 670 198 千 葉

東 京 148,660 2,028 640 541 1,174 558 710 1,631 5,077 2,604 2,483 16,923 13,230 49,949 21,550 2,100 614 487 289 1,583 2,243 536 3,578 1,970 東 京

神 奈 川 48,600 666 214 220 414 207 305 687 1,159 741 756 2,043 2,187 10,725 17,299 816 254 169 93 630 1,008 199 2,332 687 神 奈 川

新 潟 6,085 76 48 45 92 156 300 259 81 135 171 57 36 86 35 3,461 185 98 38 39 289 23 64 46 新 潟

富 山 2,378 17 4 7 6 10 10 8 11 10 30 4 13 17 12 101 883 371 111 10 109 115 43 207 富 山

石 川 5,892 63 11 13 20 18 26 16 36 28 96 43 25 40 36 261 814 2,340 359 19 252 177 182 242 石 川

福 井 2,210 11 2 1 1 2 1 4 3 2 5 7 3 17 7 28 115 154 1,115 6 27 96 43 248 福 井

山 梨 4,309 58 28 49 37 16 37 46 74 73 64 86 102 463 266 71 60 33 33 1,354 277 55 344 129 山 梨

長 野 3,461 60 12 7 21 10 5 9 59 45 62 62 60 148 66 115 53 33 24 110 1,582 93 120 235 長 野

岐 阜 4,577 24 7 7 5 5 4 3 8 9 10 5 16 27 9 27 61 53 59 15 106 1,809 136 1,319 岐 阜

静 岡 8,113 107 32 21 33 12 33 32 96 70 52 72 108 242 227 54 28 40 47 147 116 161 4,830 609 静 岡

愛 知 42,091 167 17 18 40 16 13 16 98 33 43 53 47 118 71 73 395 288 329 52 605 4,707 1,905 27,310 愛 知

三 重 3,246 10 2 1 3 3 2 1 6 6 2 1 11 12 8 4 12 10 21 3 34 121 94 655 三 重

滋 賀 7,339 62 6 4 9 4 9 12 16 7 14 22 17 35 31 17 61 71 117 8 40 204 121 426 滋 賀

京 都 33,744 325 37 44 91 25 39 64 147 65 107 111 135 427 183 138 278 401 413 65 225 355 535 1,132 京 都

大 阪 52,207 281 22 8 31 13 17 23 95 29 43 58 72 185 70 62 156 303 326 68 103 188 280 571 大 阪

兵 庫 27,048 212 14 7 21 5 5 9 52 14 13 35 32 96 52 20 102 137 175 34 51 96 140 307 兵 庫

奈 良 5,121 35 5 5 3 3 6 11 9 7 11 7 18 27 8 18 38 26 28 8 37 42 67 83 奈 良

和 歌 山 1,606 3 － 1 1 1 － 3 3 1 2 1 2 4 2 1 7 11 9 2 3 11 4 20 和 歌 山

鳥 取 1,553 7 － 1 4 － 2 2 5 5 2 3 2 13 4 2 2 6 12 － 14 23 33 42 鳥 取

島 根 1,520 1 － 1 － 1 2 1 5 4 6 4 6 22 13 2 8 3 12 2 8 14 31 38 島 根

岡 山 8,975 26 3 2 4 3 2 2 8 9 6 18 4 36 17 5 12 17 12 6 14 26 43 48 岡 山

広 島 13,241 56 4 4 12 1 4 3 30 9 6 3 12 26 15 12 18 14 45 12 17 45 103 130 広 島

山 口 4,495 22 2 2 2 1 1 1 16 － 5 6 8 22 15 2 5 6 10 5 1 17 24 54 山 口

徳 島 2,655 13 － － 1 － － － 5 3 － 5 8 11 7 1 2 2 6 1 3 6 13 13 徳 島

香 川 2,098 11 － 1 － － － 1 3 2 2 3 2 8 5 － 1 － 5 1 3 5 6 16 香 川

愛 媛 3,637 9 1 2 3 － － 1 5 2 1 3 3 14 8 － 3 4 1 1 2 10 9 26 愛 媛

高 知 2,055 13 1 － 2 1 1 － 11 8 4 4 9 30 8 3 2 5 11 2 6 20 36 71 高 知

福 岡 25,688 84 － 2 10 3 2 6 39 11 12 17 29 83 41 8 9 19 11 16 13 20 58 84 福 岡

佐 賀 1,780 1 － － － － 1 － 5 1 1 4 1 9 3 － － － 1 2 － 3 3 6 佐 賀

長 崎 3,772 20 － 2 3 － － 1 10 2 1 6 5 16 8 5 － 1 1 2 5 6 15 28 長 崎

熊 本 6,066 11 1 1 4 － 3 － 11 3 4 5 18 34 21 7 2 2 1 11 3 5 13 15 熊 本

大 分 2,876 27 3 － 2 － － 2 6 2 9 17 21 65 32 1 7 1 1 3 2 7 14 30 大 分

宮 崎 2,480 8 － 2 1 1 － 1 9 6 3 5 15 27 13 3 4 3 1 3 5 4 10 28 宮 崎

鹿 児 島 3,569 23 2 1 2 － 3 5 6 4 1 13 11 27 14 1 － － － 2 10 11 14 30 鹿 児 島

沖 縄 4,236 35 6 7 9 5 3 4 20 10 8 17 15 47 14 6 2 4 6 6 10 10 23 46 沖 縄

1. 入学者数には，5月1日現在在籍しない者は含まない。

2. 大学の所在地は，入学した学部の所在地による。



学部 学科 年度
入学
定員

志願者数
志願者
倍率

受験者
数

受験者
倍率

合格者
数

合格者
倍率

入学者
数

定員
超過率

2011年度 20 118 5.9 115 5.8 61 1.9 27 1.35
2012年度 20 180 9.0 179 9.0 75 2.4 20 1.00
2013年度 20 171 8.6 170 8.5 87 2.0 23 1.15
2014年度 20 212 10.6 207 10.4 75 2.8 17 0.85
2015年度 20 134 6.7 133 6.7 78 1.7 24 1.20

平均 8.2 8.0 2.2 1.11
2011年度 110 1,041 9.5 1,034 9.4 493 2.1 116 1.05
2012年度 110 1,082 9.8 1,076 9.8 542 2.0 107 0.97
2013年度 110 1,137 10.3 1,130 10.3 588 1.9 109 0.99
2014年度 110 1,386 12.6 1,377 12.5 795 1.7 140 1.27
2015年度 110 1,251 11.4 1,246 11.3 693 1.8 137 1.24

平均 10.7 10.7 1.9 1.10
2011年度 110 1,216 11.1 1,200 10.9 470 2.6 136 1.23
2012年度 110 1,356 12.3 1,340 12.2 527 2.6 105 0.95
2013年度 110 1,521 13.8 1,508 13.7 617 2.5 125 1.13
2014年度 110 1,453 13.2 1,442 13.1 660 2.2 132 1.20
2015年度 110 1,333 12.1 1,322 12.0 658 2.0 123 1.11

平均 12.5 12.4 2.3 1.12
2011年度 100 1,147 11.5 1,137 11.4 424 2.7 94 0.94
2012年度 100 1,115 11.2 1,103 11.0 517 2.2 101 1.01
2013年度 100 1,221 12.2 1,209 12.1 543 2.2 107 1.07
2014年度 100 1,288 12.9 1,280 12.8 575 2.2 111 1.11
2015年度 100 1,205 12.1 1,199 12.0 565 2.1 110 1.10

平均 12.0 11.9 2.3 1.04
2011年度 185 1,680 9.1 1,654 8.9 528 3.2 191 1.03
2012年度 185 1,710 9.2 1,688 9.1 703 2.4 201 1.08
2013年度 185 2,157 11.7 2,131 11.5 655 3.3 165 0.89
2014年度 185 1,874 10.1 1,846 10.0 765 2.4 202 1.09
2015年度 185 1,923 10.4 1,899 10.3 740 2.6 181 0.97

平均 10.1 10.0 2.8 1.01
2011年度 60 656 10.9 652 10.9 264 2.5 67 1.11
2012年度 60 638 10.6 635 10.6 307 2.1 69 1.15
2013年度 60 764 12.7 755 12.6 258 3.0 55 0.91
2014年度 60 627 10.5 619 10.3 343 1.8 58 0.96
2015年度 60 675 11.3 672 11.2 308 2.2 64 1.06

平均 11.2 11.1 2.3 1.03
2011年度 50 556 11.1 550 11.0 227 2.4 51 1.02
2012年度 50 538 10.8 535 10.7 282 1.9 54 1.08
2013年度 50 637 12.7 633 12.7 241 2.6 42 0.84
2014年度 50 578 11.6 575 11.5 316 1.8 58 1.16
2015年度 50 610 12.2 603 12.1 297 2.1 57 1.14

平均 11.7 11.6 2.1 1.04
2011年度 50 611 12.2 606 12.1 253 2.4 51 1.02
2012年度 50 560 11.2 558 11.2 293 1.9 49 0.98
2013年度 50 457 9.1 452 9.0 217 2.1 59 1.18
2014年度 50 447 8.9 441 8.8 260 1.7 56 1.12
2015年度 50 686 13.7 681 13.6 286 2.4 48 0.96

平均 11.0 11.0 2.1 1.05
2011年度 50 540 10.8 534 10.7 219 2.5 49 0.98
2012年度 50 527 10.5 521 10.4 241 2.2 58 1.16
2013年度 50 452 9.0 449 9.0 215 2.1 48 0.96
2014年度 50 568 11.4 565 11.3 253 2.2 59 1.18
2015年度 50 524 10.5 518 10.4 280 1.9 61 1.22

平均 10.4 10.3 2.2 1.10
2011年度 265 3,074 11.6 3,039 11.5 1,167 2.6 281 1.06
2012年度 265 2,777 10.5 2,728 10.3 1,355 2.0 260 0.98
2013年度 265 3,610 13.6 3,571 13.5 1,492 2.4 273 1.03
2014年度 265 3,527 13.3 3,472 13.1 1,724 2.0 288 1.08
2015年度 265 3,520 13.3 3,475 13.1 1,711 2.1 365 1.37

平均 12.5 12.3 2.2 1.10

日本文化

スペイン・
ラテンアメリカ

英米

フランス

志願者・受験者・合格者・入学者数の推移（2011年度～2015年度）

外国語

人文

キリスト教

人類文化

心理人間

アジア

経済

ドイツ

経済

＜資料5＞志願者数

1



学部 学科 年度
入学
定員

志願者数
志願者
倍率

受験者
数

受験者
倍率

合格者
数

合格者
倍率

入学者
数

定員
超過率

2011年度 245 2,552 10.4 2,531 10.3 834 3.1 230 0.93
2012年度 245 2,506 10.2 2,474 10.1 1,027 2.4 249 1.01
2013年度 245 3,591 14.7 3,558 14.5 1,182 3.0 297 1.21
2014年度 245 2,983 12.2 2,954 12.1 1,166 2.6 291 1.18
2015年度 245 3,043 12.4 3,011 12.3 1,063 2.9 268 1.09

平均 12.0 11.9 2.8 1.08
2011年度 275 2,154 7.8 2,104 7.7 867 2.5 273 0.99
2012年度 275 1,983 7.2 1,947 7.1 1,128 1.8 315 1.14
2013年度 275 2,937 10.7 2,899 10.5 1,175 2.5 251 0.91
2014年度 275 2,283 8.3 2,240 8.1 1,356 1.7 314 1.14
2015年度 275 3,026 11.0 2,984 10.9 1,430 2.1 290 1.05

平均 9.0 8.9 2.1 1.04
2011年度 330 3,294 10.0 3,230 9.8 1,099 3.0 325 0.98
2012年度 330 3,381 10.2 3,313 10.0 1,378 2.5 339 1.02
2013年度 330 3,557 10.8 3,523 10.7 1,383 2.6 305 0.92
2014年度 330 3,560 10.8 3,508 10.6 1,628 2.2 326 0.98
2015年度 330 3,626 11.0 3,576 10.8 1,605 2.3 371 1.12

平均 10.6 10.4 2.5 1.00
2011年度* 75 650 8.7 631 8.4 323 2.0 89 1.18
2012年度* 75 709 9.5 688 9.2 387 1.8 86 1.14
2013年度* 75 749 10.0 736 9.8 335 2.2 74 0.98
2014年度 75 710 9.5 702 9.4 458 1.6 73 0.97
2015年度 75 1,039 13.9 1,027 13.7 431 2.4 82 1.09

平均 10.3 10.1 2.0 1.07
2011年度* 75 630 8.4 613 8.2 313 2.0 86 1.14
2012年度* 75 591 7.9 573 7.6 322 1.8 71 0.94
2013年度* 75 660 8.8 650 8.7 296 2.2 65 0.86
2014年度 75 1,073 14.3 1,054 14.1 448 2.4 91 1.21
2015年度 75 1,111 14.8 1,094 14.6 395 2.8 82 1.09

平均 10.8 10.6 2.3 1.04
2011年度* 75 630 8.4 613 8.2 313 2.0 86 1.14
2012年度* 75 670 8.9 649 8.7 365 1.8 81 1.08
2013年度* 75 793 10.6 780 10.4 355 2.2 79 1.05
2014年度 75 891 11.9 875 11.7 473 1.9 70 0.93
2015年度 75 1,148 15.3 1,127 15.0 495 2.3 86 1.14

平均 11.0 10.8 2.1 1.06
2011年度* 2,075 20,549 20,243 7,855 2,152
2012年度* 2,075 20,323 20,007 9,449 2,165
2013年度* 2,075 24,414 24,154 9,639 2,077
2014年度 2,075 23,460 23,157 11,295 2,286
2015年度 2,075 24,854 24,567 11,035 2,349

平均 22,720 0 22,426 0 9,855 0 2,206

定員超過率の平均は、各年度の定員超過率の合計/5の小数点第３位を切り捨て

経営

システム数理

定員超過率は、小数点第３位を切り捨て

機械電子制御工

志願者数は、全ての入試種別を含む総志願者数

法 法律

総合政策 総合政策

理工学部については、2013年度まで学部一括募集を実施。したがって、2011年度～2013年
度の学科毎の志願者数・受験者数・合格者数は、3年次に所属学科が決定した際の人数比率
で按分した数値。

理工 ソフトウェア工

計

経営

2
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資料3

登録者 就職者 就職率 登録者 就職者 就職率 登録者 就職者 就職率 登録者 就職者 就職率 登録者 就職者 就職率 登録者 就職者 就職率

人文学部 キリスト教学科 16 12 75.0% 17 14 82.4% 20 20 100.0% 12 11 91.7% 22 22 100.0% 17 16 94.1%

人類文化学科 80 71 88.8% 104 87 83.7% 99 97 98.0% 93 91 97.8% 105 104 99.0% 96 90 93.8%

心理人間学科 102 92 90.2% 86 83 96.5% 90 86 95.6% 94 92 97.9% 118 114 96.6% 98 93 94.9%

日本文化学科 83 71 85.5% 119 103 86.6% 80 74 92.5% 98 94 95.9% 84 83 98.8% 93 85 91.4%

学部計 281 246 87.5% 326 287 88.0% 289 277 95.8% 297 288 97.0% 329 323 98.2% 304 284 93.4%

英米学科 177 164 92.7% 183 172 94.0% 198 191 96.5% 148 147 99.3% 188 186 98.9% 179 172 96.0%

スペイン・ラテンア
メリカ学科

54 52 96.3% 33 31 93.9% 62 58 93.5% 65 64 98.5% 52 51 98.1% 53 51 96.2%

フランス学科 34 29 85.3% 42 40 95.2% 51 47 92.2% 56 53 94.6% 39 37 94.9% 44 41 93.2%

ドイツ学科 51 49 96.1% 47 46 97.9% 47 45 95.7% 50 49 98.0% 57 57 100.0% 50 49 98.0%

アジア学科 38 35 92.1% 51 47 92.2% 47 46 97.9% 50 50 100.0% 59 57 96.6% 49 47 95.9%

学部計 354 329 92.9% 356 336 94.4% 405 387 95.6% 369 363 98.4% 395 388 98.2% 375 360 96.0%

経済学科 222 206 92.8% 228 219 96.1% 273 260 95.2% 257 253 98.4% 244 242 99.2% 245 236 96.3%

学部計 222 206 92.8% 228 219 96.1% 273 260 95.2% 257 253 98.4% 244 242 99.2% 245 236 96.3%

経営学科 208 201 96.6% 236 227 96.2% 274 267 97.4% 234 229 97.9% 208 207 99.5% 232 226 97.4%

学部計 208 201 96.6% 236 227 96.2% 274 267 97.4% 234 229 97.9% 208 207 99.5% 232 226 97.4%

法律学科 254 224 88.2% 242 225 93.0% 247 241 97.6% 214 208 97.2% 228 222 97.4% 237 224 94.5%

学部計 254 224 88.2% 242 225 93.0% 247 241 97.6% 214 208 97.2% 228 222 97.4% 237 224 94.5%

総合政策学科 297 278 93.6% 292 280 95.9% 317 310 97.8% 310 306 98.7% 291 287 98.6% 301 292 97.0%

学部計 297 278 93.6% 292 280 95.9% 317 310 97.8% 310 306 98.7% 291 287 98.6% 301 292 97.0%

システム数理学科 60 57 95.0% 89 85 95.5% 57 56 98.2% 61 60 98.4% 69 68 98.6% 67 65 97.0%

ソフトウェア工学科 46 45 97.8% 59 57 96.6% 54 53 98.1% 53 52 98.1%

機械電子制御工学科 41 40 97.6% 54 53 98.1% 49 49 100.0% 48 47 97.9%

学部計 60 57 95.0% 89 85 95.5% 144 141 97.9% 174 170 97.7% 172 170 98.8% 168 164 97.6%

大学計 1,676 1,541 91.9% 1,769 1,659 93.8% 1,949 1,883 96.6% 1,855 1,817 98.0% 1,867 1,839 98.5% 1,862 1,786 95.9%

注1)　登録者は、大学へ求職票を提出した者で、大学院等への進学者を含まない。

注2）　理工学部ソフトウェア工学科、機械電子制御工学科は2009年度開設のため、2011年度以前のデータはない。

２０１４年度 ５年間の平均２０１０年度
学科名

就職率の推移（2010年度～2014年度）

学部名
２０１１年度 ２０１２年度

理工学部

法学部

経営学部

経済学部

外国語学部

２０１３年度

総合政策部

＜資料7＞学科別就職率推移
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はじめに  

 

南山大学の建学の理念と教育研究の実践 

 南山大学を設置する南山学園は、カトリック神言修道会を設立母体として、

「キリスト教世界観に基づく教育を行う」ことを建学の理念とし、「人間の尊

厳のために（Hominis Dignitati）」を教育モットーに掲げ、昭和7年に創設さ

れた。平成7年には聖霊奉侍布教修道女会を設立母体とする名古屋聖霊学園と

法人合併を行い、現在の南山学園に至っている。 

 南山大学では、この建学の理念を実現するために、学究的探求の精神、キリ

スト教精神に基づく価値志向、普遍的価値を希求する国際性の涵養、地域社会

への奉仕という4つの教育信条を達成することを目標に掲げて教育を行ってき

た。昭和24年に文学部1学部の大学として開学して以来、建学の理念に基づき

人材を養成してきた。その後、計画的に学部および大学院を増設し、現在では

名古屋市と瀬戸市のキャンパスに、人文学部、外国語学部、経済学部、経営学

部、法学部、総合政策学部、理工学部の7学部、および人間文化研究科、国際

地域文化研究科、社会科学研究科、ビジネス研究科、法務研究科（法科大学

院）、総合政策研究科、理工学研究科、数理情報研究科の8研究科を擁するに

至った。その結果、現在では、文科系、理科系双方の分野で、教育と研究を実

践する総合大学となっている。 

 平成 19 年 3 月には本学の 20 年後の将来像を描いた「南山大学グランドデザ

イン」を策定し、「個の力を、世界の力に。」というビジョン・キーフレーズを設

定した。世界から選ばれ、世界に人材を輩出し、地域に根ざしかつ世界に開かれ

た大学となることを中期的な目標として掲げ、教育・研究の不断の改革・拡充を

はかってきた。 

 

1. 国際教養学部設置の趣旨および必要性 

 平成 20 年 12 月の中央教育審議会の答申「学士課程教育の構築に向けて」に

示されているとおり、21 世紀型市民に求められる教養教育を行うことは大学の

重要な使命の一つである。さらに、日本学術会議から平成 22 年 4 月に公表され

た「21 世紀の教養と教養教育」と題された提言においては、21 世紀の大学に求

められる教養教育とは、国民国家の枠組みにとどまらない現代の国際社会にお

ける諸問題を国際的視点から解決する価値を創造できる人材を育成するものと
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位置付けられている。 

さらに「産学官によるグローバル人材育成のための戦略」（平成 23 年）に示

されているように、「世界的な競争と共生が進む現代社会において、日本人とし

てのアイデンティティを持ちながら、広い視野に立って培われる教養と専門性、

異なる言語、文化、価値を乗り越えて関係を構築するためのコミュニケーション

能力と協調性、新しい価値を創造する能力、次世代までも視野に入れた社会貢献

の意識などを持った人間」を育成していくことが求められている。 

いいかえれば、グローバル時代に対応できる国際的な視野と問題解決力およ

び日本と世界の架け橋となるようなリーダーシップを備え、優れたコミュニケ

ーション能力と異文化理解力を基に地球規模で思考でき社会に貢献できるよう

な実践的な国際人の育成が、今日の大学に期待されている重要な役割となって

いるといえる。 

 新設する国際教養学部は、こうした社会的要請・必要性に応えるべく構想され

たものである。つまり国際教養学部では、異文化の他者との相互理解を促進する

とともに、グローバル化の急速な進展に対応するために、国・地域の枠を超え、

多元的価値観を重視した国際教養学教育を行う。21 世紀型市民として、文化間

の摩擦により生じる様々な問題を理解・分析し、その解決に向けて他者と協働し

ながら積極的に行動できる人材を養成することを目指す。具体的には、国際機

関、多国籍企業、国際的な NPO や NGO などで、環境、高齢化、宗教対立、民

族紛争等などの問題解決に取り組むこと、さらには、地域社会の行政組織や民間

団体において、多様な文化的背景を持つ人々と協働し、その地域の持続可能性を

高めていくことに貢献できるような人材である。 

この目的を達成するために、国際教養学部では①人文科学に基礎を置き、グロ

ーバルな視点からローカルに生起する問題を理解するための「グローバル・スタ

ディーズ」(Global Studies)を主たる軸とし、②持続可能な社会の構築のための「サ

ステイナビリティ・スタディーズ」(Sustainability Studies)を従たる軸として教育

する国際教養学をその核とした教育課程を編成する。それによって「世界から地

域へ」という視点に立つ国際社会についての教育・研究を行う。 

  

  

2. 国際教養学部の特色 

グローバル化が進む現代社会では、特定の国・地域に特化した視点や、従来の
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学問領域では適切に捉えられないような地球規模の問題が多くみられるように

なっている。例えば、世界各地で勃発する民族問題では、当該国の歴史・文化・

政治・経済を理解するだけでなく、グローバルな視点から人口流動・移民政策・

社会構造・経済格差等を多角的に分析することが必須である。このような問題を

解決するためには、世界規模の現象を分析するための概念や理論を軸として、各

地域の現象をケース・スタディとして分析・探究していく教育・研究の方向性が

必要である。また、日本においても、文化・障がい・人種・宗教・性的志向性な

どの多様性を認めながら生きていく多文化共生社会が目指されている。ローカ

ルとグローバルのつながりを意識しながら文化・社会・地域の持続可能性

（sustainability）について関心を払うことも、21 世紀型市民として必要な教養と

なっている。

そこで南山大学の国際教養学部では、「ローカルに生起する問題を理解するた

めにグローバルな視点からアプローチすることによって、多文化共生社会の実

現と持続可能な社会の構築を目指すための学問」として「国際教養学」を定義し、

その教育・研究を行う。それによって 21 世紀の教養の核となる「技法知」「実践

知と市民的教養」「学問知」を涵養し、21 世紀に期待される国際教養学を備えた

人材を育成することを特色とする。

こうした目的を達成するため国際教養学部では、①人文科学に基礎を置きグ

ローバルの視点からのアプローチを教育する「グローバル・スタディーズ」を主

軸とし、②持続可能な社会の構築について教育する「サステイナビリティ・スタ

ディーズ」を従たる軸として教育課程を編成する。「グローバル・スタディーズ」

の目的は、グローバリゼーションが進む現代社会の様態を文化の変容、言語や民

族の問題、人の移動、メディアの役割の変化、宗教対立などの観点から理解し、

変化し続けるグローバルな動向を人文科学を基に分析し、そのメカニズムを解

明することである。従たる軸である「サステイナビリティ・スタディーズ」の目

的は、貧困、飢餓、経済的格差、環境問題、国際関係などの様々な現代社会の課

題を社会科学の学問領域から理解し、持続可能な社会を実現するための可能性

を見つけることである。このような「サステイナビリティ・スタディーズ」の知

見と考え方を取り入れることによって初めて、世界規模で発生し刻々と変化す

る様々な問題や課題の探求を目指す「グローバル・スタディーズ」が実体を伴う

学問となる。

具体的には、「市民的教養」を「シティズンシップ論」や「多元文化論」など
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の「市民的教養の基礎科目」によって獲得させるとともに、「学問知」を「創造

的・批判的思考」や「文化論」などの「学問知の基礎科目」によって獲得させる。

また、「技法知」を外国語教育ならびに情報関連教育によって獲得させるものと

する。さらにこれらの「市民的教養」と「学問知」ならびに「技法知」教育を基

礎とし、事例としての地域研究や PBL ならびに卒業論文研究を通して「実践知」

の獲得を促す。 

 以上要約すると、国際教養学部においては、21 世紀の情報・知識基盤型社会

で活躍するための批判的思考・情報リテラシー等のスキルならびに他者との相

互理解を促進するためのコミュニケーション能力育成を基盤としつつ、文化・制

度の垣根や境界を乗り越えて異なるイデオロギーや価値観を尊重し、持続可能

な社会の実現に向けて積極的に行動できるような人材育成を行う。 

 

⒊ 国際教養学部の名称および学位の名称について 

 ローカルに生起する問題を理解するためにグローバルな視点からアプローチ

する国際性（Global Studies）を備え、多文化共生社会の実現と持続可能な社会の

構築を目指す 21 世紀型市民的教養（Liberal Arts）を涵養することを中心に教育・

研究を行うことから、学部の名称を「国際教養学部」（英語名称：Faculty of Global 

Liberal Studies）とする。 

 学位の名称は、上記の教育・研究の目的に基づき、学士（国際教養学）（英語

名称：Bachelor of Arts in Global Liberal Studies）とする。 

 

⒋ 教育課程の編成の考え方および特色 

 このような国際教養学を教授するために、つまり人文科学を中心にした教養

教育を統合的に教授するために、国際教養学部を、細分化せずに国際教養学科

（英語名称：Department of Global Liberal Studies）の 1 学科から構成することと

し、以下のような教育課程を編成する。 

 ①国際教養学基礎科目。国際教養学基礎科目は基礎的な教養教育であり、「技

法知の基礎科目」「市民的教養の基礎科目」「学問知の基礎科目」の 3 つの科目群

から構成される。「技法知の基礎科目」では、情報・知識基盤型社会に対応する

21 世紀型スキルとして強調されている批判的思考、学び方の学習、情報リテラ

シー等のスキルの鍛錬を行うとともに、他者との相互理解・交渉を行うための外

国語（主として英語）によるコミュニケーション能力を養う科目を 1，2 年次の
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必修科目として配置し、2 年次の第 2 クォーターに配置する英語圏大学での短期

留学まで集中的な英語教育を行う。「市民的教養の基礎科目」では、「シティズン

シップ論」や「多元文化論」を留学前に学び、留学中には英語によってそれらの

内容について学びを深める。基礎的なアカデミック・スキルを、より創造的な思

考ができる能力へと高めていくとともに、2 年次からは教養教育の基礎を形成す

る「文化論」「文学」「民族学」「メディア論」「経済学」「法学」などの「学問知

の基礎科目」を講義と議論を組み合わせて運営できるクラスサイズで開講し、学

生の興味に合わせて選択的かつ系統的に学ばせる。 

 ②外国語教育。外国語教育においては、複数の言語を学ぶことが多様な価値観

や文化の相対性を理解するために重要であると考える。そこで日本語・英語のほ

かに第二外国語を学習させることによって、欧州評議会が提案している複言語

主義(Plurilingualism)に基づく 3 言語を使用できる能力を涵養する。目標とする到

達レベルは、欧州共通参照枠 (Common European Framework of Reference for 

Languages)による基準において、日本語到達度は、論拠も論点も一貫して自然に、

流ちょうかつ正確に自己表現ができるという C2 レベル、英語到達度は、不自由

を感じることなく、会議などの公的な場面で複雑な見解を説明できる能力があ

る C1 レベルとする。また、第二外国語は、母語とする人と違和感なく会話がで

き詳細な情報を正確に伝達できる B2 レベルを目標とする。また、2 年次第 2 ク

ォーターでは英語圏への短期留学を原則全員に義務づけ、留学先では英語を通

して国際教養学に関する科目を履修させることにより、早い段階から国際教養

学の技法知、学問知、実践知をバランスよく体得し、それ以降の学修を効果的に

進められるようにする。 

 ③専門教育。専門教育は、国際教養学を一貫して教授することを目的とした編

成となっている。その目的を達成するために主たる軸としての「グローバル・ス

タディーズ科目」、従たる軸としての「サステイナビリティ・スタディーズ科目」

の二つの科目群を置き、それらを通して発展的、実践的に国際教養の学びを深め

た後、学生一人一人が課題を見つけ卒業論文研究へと進むことができる編成と

している。 

 まず「国際教養学概論」において、ローカルに生起する問題を理解するために

グローバルな視点からアプローチすることの必要性、多文化共生社会の実現と

持続可能な社会の構築が現代社会に肝要であることを学ぶ。次に、「必修科目」

として 1 年次に「グローバル・スタディーズ概論 A/Introduction to Global Studies 



6 
 

A」と「サステイナビリティ・スタディーズ概論 A/Introduction to Sustainability 

Studies A」によって二つの視点が国際教養学において重要なアプローチとなる

ことを学ぶ。その上で、主軸の「グローバル・スタディーズ科目」を「必修科目」

（「グローバル化と文化・文学」、「グローバル化と民族・宗教」等）と「基幹科

目」（「Special Topics: Global Studies B (Cultural Studies)」、「グローバル化と言語」

等）に分け、グローバル化のさまざまな現象を地域研究の視点ではなく、地球規

模の視点から問題を分析・理解させる。他方、グローバル化の過程でそれぞれの

国・地域が直面している環境問題や経済的格差などの問題を、持続可能な社会の

実現の視点から分析し、その解決法を探究するのが「サステイナビリティ・スタ

ディーズ科目」群である。その科目群は「必修科目」（「サステイナビリティと環

境倫理」、「Introduction to Sustainability Studies B」など）と「基幹科目」（「サステ

イナビリティと開発」、「サステイナビリティと国際問題」等）および「選択科目」

（「Special Topics: Sustainability Studies B (Environment and Development Studies)」、

「Special Topics: Sustainability Studies C (Religious and Social Studies)」等）から成

り立つ。これらの専門的教育によって、「学問知の基礎科目」の応用として具体

的な研究視角を獲得させ、高次の国際教養を涵養する。以上の学科科目を通じ

て、ローカルに生起する問題を解決するためにグローバルな視点からのアプロ

ーチを修得し、世界規模の多文化共生社会の実現と持続可能な社会の構築を目

指すための学問である国際教養学を身につけることができる。 

 ④他学部との連携。グローバル研究をローカルなレベルの問題解決と有機的

に結びつけることを目指す国際教養学部では、地域から世界を見る視点も重要

であるという考えから、地域研究を基礎としてグローバルな文化・社会研究と教

育を行う外国語学部とカリキュラムの相互補完を図る。具体的には、地域研究に

関する科目（「ラテンアメリカの文化と社会 A」「アメリカの社会」等）を「地域

研究科目」（6 単位）として履修できるようにする。さらに、国際教養学部で開

講する「グローバル化と国際関係」に対して、外国語学部の開講科目である「国

際関係論の基礎（日本と中南米）」や「国際関係論の基礎（日本とアメリカ）」を

乗り入れ科目として設定することによって、グローバルな視点と地域研究の視

点を相互補完的に習得できるようにする。「自由選択科目」では、外国語学部が

第 2 クォーターで開講している「海外フィールドワーク」科目や全学的に開講

している実践知形成科目の選択科目（キャリア形成科目や海外研修科目）を履修

することを可能にし、各学生の関心に応じた実践的学習の機会を提供する。 
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⑤主専攻／副専攻制度。国際教養学部では、4 年次に自らの関心に応じたテー

マ（多文化共生、異文化理解、環境、貧困、エネルギー問題等）を主専攻として

選択し、「卒業論文研究」および「演習」を通して、グローバル社会の様態や問

題に関して卒業論文を執筆し、統合的に学修を完成させる。それに先立ち、3 年

次にはそれまでに学んだ外国語を活用して地域のローカルな諸問題について研

究する「基礎演習」を、学生の興味・関心に応じて副専攻として選択させる。「基

礎演習」は、日本、インドネシア、アメリカ、ヨーロッパなどの地域社会の問題

を扱う演習や、実際の社会的課題に対して解決のための方策を小グループで協

働的に考察することを通じて、国際教養に必要な実践知を体得させる課題解決

型学習(Project-Based Learning)に基づく「PBL 演習」から成り立つ。すべての専

任教員が各自の専門分野に基づく上記の演習をクォーターごとに開講し、学生

にはそれらの演習から、クォーターごとに選択させ、広い視野を身につけさせ

る。この多様な学びを奨励する自由度の高い主専攻・副専攻制度を設けることに

よって、国際教養学部の学生は、従来の専門領域や地域研究に限定されることな

く視野の広い国際教養を身につけることができる。

 このように、副専攻・主専攻分野の学修が有機的に結びつくように配置された

グローバル・スタディーズ科目、サステイナビリティ・スタディーズ科目、地域

研究科目（外国語学部との共通科目群）、演習科目による学修を通して、地球規

模の視野を持ち持続可能な社会の構築に貢献できる人材の育成が可能となる。

以上のように、国際教養学部国際教養学科の教育課程の編成は、21 世紀型ス

キルと外国語を複言語主義の視点から学修することを基礎とし、その上に専門

教育としてグローバル・スタディーズとサステイナビリティ・スタディーズを教

育することによって、多元的価値観に基づく国際教養学を備えた人材を育成す

るものとなっている。

⒌ 教員組織の編成の考え方および特色

国際教養学部国際教養学科の教育を実施する専任教員総数は 23 名で、教授 12

名、准教授 8 名、講師 3 名からなる。学位取得者は、博士号 18 名、修士号 5 名

であり、78.3 パーセントが博士の学位を有している。 

国際教養学部では、国際教養学の学びの集大成として卒業論文を 重要と位

置付け、主として博士号取得者（18 名）による研究指導を行う。国際教養学の

基幹科目を担うのは、言語学、倫理学、宗教学、文学、歴史学、人類学などの人
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文科学領域の 11 名の教員（教授 6 名、准教授 4 名、講師 1 名）である。一方、

国際教養学の社会科学分野の科目を担当する教員は、政治学、国際経済学、社会

開発学の 4 名の教員（教授 3 名、准教授 1 名）、英語を主とした語学教育科目、

情報リテラシー科目などの技法知の科目を担当する教員は 8 名（教授 3 名、准

教授 3 名、講師 2 名）から編成されており、その専門性と人数から見て国際教

養学部の教育を実施するための必要十分な教員配置となっている。この配置は

教員の対学生比においても十分な配置となっている。 

 国際社会で通用する教養教育の涵養のために初年次から行う「技法知の基礎

科目」「市民的教養の基礎科目」「学問知の基礎科目」におけるアカデミック・ス

キル科目の教育は、20 名規模のクラス編成で実施し、8 名の担当教員（教授 2

名、准教授 5 名、講師 1 名）が 1 年次と 2 年次の指導教員を兼ねることで、学

生のスタートアップ次からの丁寧な指導を実施するのに十分な教員配置である。 

 3 年次の「基礎演習」および「PBL 演習」の科目については、学部のほぼ全て

の 22 名の教員がどちらかの科目を担当することで、学生の学びの選択肢を増や

す開講形態としている。海外経験の豊富な教員が多い国際教養学部では、3 年次

第 2 クォーターで学生を引率して「基礎演習」および「GLS フィールドワーク」

科目を海外で実施する教員もある。教員はミャンマー、インドネシア、メキシコ、

ザイールでのフィールドワークの経験を持つ者、フランス、ドイツ、イタリア、

アメリカ社会で調査・研究に長期にわたって携わってきた経験を持つ者を含ん

でおり、学部の教育の目標に適合しており、国際的な人材の育成を行うために適

した教員構成である。 

 後に教員組織のバランスについて見ると、年齢構成（2017 年 4 月 1 日時点）

は、65〜68 歳 0 名、60〜64 歳 5 名、50〜59 歳 6 名、40〜49 歳 9 名、30〜39 歳

3 名となっており、教育・研究者として も活躍が期待される年齢の者が中心を

占める。ジェンダー・バランスは男性 19 名、女性 4 名である。 

＜資料 1＞南山大学就業規則（抜粋） 

＜資料 2＞南山大学職員規則（抜粋） 

 

6．教育方法、履修指導方法および卒業要件 

 ①アクティブ・ラーニング。国際教養学部の主たる教育方法は、通常の講義に

おいても実践知が形成できるアクティブ・ラーニングの教育方法を採用する。国

際社会で求められる教養とは、積極的に議論に参加し自らの考えを表明し組織
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の合意形成に寄与する能力を備えていることである。その能力を鍛錬するため

に、「グローバル・スタディーズ概論 A/ Introduction to Global Studies A」のよう

な必修科目においても、各週の１回目の授業を日本語で講義し、２回目の授業で

は１回目に出した課題について英語を使ってグループでディスカッションを行

い、得られた知識を基に自分の考えを形成する。科目名の表記が日本語と英語と

なっているものは両言語を使う科目であり、「Special Topics: Global  Studies B 

(Cultural Studies)」のような英語のみの表記の科目は英語で行う。 

 ②少人数クラス。技法知の基礎科目に配置されている外国語教育科目におい

ては 1 クラス 20 名程度のクラスで英語および第二外国語能力を養成するほか、

１年次からの必修科目である「学びの技法」「創造的・批判的思考」のような思

考に関するトレーニングが必要となる科目に関しても同様のクラス編成にし、

学びが深化するようにディスカッションを中心とした教育方法を採る。学科科

目のうち 2 年次の留学から戻った後の第 3 クォーターからの基幹科目、例えば

「グローバル化と言語/ Globalization and Language」や選択科目については、養わ

れた英語能力を生かしたより英語の比率を上げた授業運営を行う。20 名程度の

学生数で行う授業では、プレゼンテーションを重視した教育方法を採用する。 

 ③演習。3, 4 年次に配置されている演習科目においては、卒業論文の指導や国

際教養学に関するテーマを小グループで探究できるように、さらに小規模の 10

名程度のサイズで行う。演習科目は、学生の調査に基づく発表を行い、指導教員

の指導を受けながら自ら設定した課題・テーマを、他の学生とディスカッション

しながら探究・解決できる能力を養成する。また 3 年次の演習科目の中に、通常

の演習「基礎演習」と課題解決型の「PBL 演習」を配置し、課題内容とアプロー

チの違いから、学生の興味と関心に合わせて、自由に選択し、両方の演習を履修

できるように配慮している。 

 ④指導教員制度。学生の勉学指導については、学びの進捗状況がわかるように

ポートフォリオによって指導教員が中心になって、入学から卒業まできめ細か

な指導を行う。指導教員制度は学生生活や教務関係など学生が抱える様々な問

題について、教員が学生にアドバイスする制度であり、南山大学で 40 年以上の

実績がある。このほか、ライティングセンターを設置し、教員 1 名と数名の TA

によりセンターを運営し、学生からの日本語・英語によるレポート、論文の書き

方の指導ができる体制を整えている。 

 ⑤卒業要件および年間登録上限単位数。卒業要件は、共通教育科目を 31 単位
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以上、学科科目を 87 単位以上、自由選択科目として 6 単位以上履修することと

する。なお、学科科目については、さらに国際教養学部の領域を細分化し、必修

科目、基幹科目、選択科目等を配置し、卒業要件としている。学科科目として、

6 領域に分け、1) 国際教養学基礎科目 36 単位（詳細については後述）、2）グロ

ーバル・スタディーズ科目 24 単位（必修科目 12 単位、基幹科目 12 単位）、3）

サステイナビリティ・スタディーズ科目 14 単位（必修科目 8 単位、基幹科目 4

単位、専門科目 2 単位）、4)演習科目 7 単位（必修科目 5 単位、選択必修科目 2

単位）、5）地域研究科目 6 単位を履修することを卒業要件としているほか、さら

に 6）実践知形成科目として「GLS フィールドワーク」（選択科目 3 単位）を配

置している。国際教養学基礎科目 36 単位の内訳は、技法知の基礎科目 18 単位

（うち必修科目 15 単位、選択必修科目 3 単位）、市民的教養の基礎科目 10 単位

（必修科目 8 単位、選択必修科目 2 単位）、学問知の基礎科目 8 単位（必修科目

2 単位、選択科目 6 単位）とし、国際教養学という幅広い学問領域において、必

修科目と基幹科目を中心に配置し、それを補完する選択科目によって教養教育

を肉付けする配置としている。履修ガイダンスでは履修モデル＜資料 3＞を示し、

学生の科目の選択を指導する。

年間登録上限単位数は、各クォーター15 単位以内とし、年間で 44 単位を越

えないことと定めている。学生の十分な授業外での学修時間を確保するための

配慮である。また、2 年次第 2 クォーターで実施する海外留学での履修単位

（6 単位）が不足した場合には、他のクォーターで補うことが十分にできる上

限単位数となっている。他大学（海外の大学を含む）における授業科目の履修

は、教育上有益と認められる場合は、学生の入学前および入学後に関わらず、

学生からの申請と所定の手続きを経て 60 単位までが卒業に必要な卒業要件単

位数として認められる。

＜資料 3＞履修モデル 

7．施設、設備等 

7-1. 校地、運動場の整備計画 

現在、南山大学は名古屋市と瀬戸市にそれぞれキャンパスを所有している。

平成 27 年 4 月に瀬戸キャンパスの理工学部と理工学研究科および数理情報研究

科を名古屋キャンパスへ移転した。国際教養学部を開設する平成 29 年 4 月には、

総合政策学部と総合政策研究科を瀬戸キャンパスから名古屋キャンパスへ移転
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し、すべての学部と研究科を名古屋キャンパスに統合する予定である。

名古屋キャンパスの校地面積は 129,626 ㎡であり、自然の起伏を活かす形で

校舎が配置されている。運動場としてはグラウンド（17,850 ㎡）、体育館（アリ

ーナ 1,135 ㎡）、テニスコート 5 面、体育センター（メインアリーナ 1,862.19 ㎡、

多目的ホール 313.70 ㎡、ラケットボールコート 95.43 ㎡、卓球場 531.33 ㎡、剣

道場 378.16 ㎡、柔道場 433.20 ㎡、室内温水プール、トレーニングルーム）を整

備しており、その他にも芝生の広場であるグリーンエリア（4,000 ㎡）や屋上緑

化スペースなどを設け、学生は休息等のため自由に利用できる。また、学生向け

の厚生施設としては、生活面では食堂、書店、コンビニエンスストア、旅行代理

店などがある。

7-2. 校舎等施設の整備計画 

国際教養学部の特色であるアクティブ・ラーニングを支える施設・設備とし

て、20 名程度の学生を収容できる少人数の授業に適した教室が必要となるが、

下表のとおりその需要を十分に満たす設備を整えている。それらの教室には、デ

ィスカッションが行いやすい可動式の机と椅子が一体化した什器を備えた教室

を含んでおり、教育方法と履修指導方法に見合った施設となっている。学部の一

学年の学生全員 150 名を対象とする授業を行う教室も下表のとおり十分な数を

整備している。「情報倫理」科目などを行うコンピュータ教室については、S 棟

と J 棟に配置されており、他学部との調整を行って利用できる十分な数の教室

を備えている。

教室定員 教室数 教室定員 教室数 教室定員 教室数 教室定員 教室数

1～10 名 2 11～20 名 27 21～30 名 47 31～40 名 52 

41～50 名 23 51～100 名 79 101～200 名 27 201～300 名 7 

301～500 名 4 501 名以上 2 （名古屋キャンパス全体の教室数）

国際教養学部の全ての専任教員（教授、准教授、講師）には個人研究室が用

意されている。また、国際教養学部の学生のため専有のスペースとして、ライ

ティングセンターを兼ね備えた GLS ラーニング・コモンズを設置しており、

「PBL 演習」のプロジェクトについて学生同士で議論を行うこと、また教員が

その共有スペースでグループでの学生の勉学指導を行うことができる施設を

備えている。また、学生は学内の 4 ヶ所に分散して設置されているラーニン

グ・コモンズを他学部の学生とともに、自由に利用して議論することができる。 

＜資料 4＞時間割モデル 
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7-3. 図書等の資料および図書館の整備計画 

 国際教養学部における教育研究に必要な資料は、主に図書館に所蔵されてい

る。図書館には当該分野に関係する図書約 70,000 冊、“State of the world : a 

Worldwatch Institute report on progress toward sustainable society”や “Global issues”

など当該分野に関係する学術雑誌約 17,000 タイトルが収容されているほか、約

300,000 タイトルの電子ジャーナル、電子書籍、データベースの利用が可能であ

る。館内には、閲覧席として 830 席を備える他、レファレンスカウンター、複写

機器、情報検索のための端末、マルチメディア資料を閲覧できる機器を配置して

いる。また、授業終了後も利用できるように、平日午前 9 時から午後 10 時、土

曜日は午前 9 時から午後 8 時まで開館している。授業・試験期間中の日曜日に

ついては、午前 10 時から午後 5 時まで開館し、学生の勉学の便宜を図っている。 

図書館間協力も積極的に行っており、近隣大学図書館等との相互利用、国立

情報学研究所をはじめ OCLC 等海外との相互文献貸借、文献複写のサービスが

利用可能である。さらに継続して当該分野に関する資料の系統的収集に努める

ほか、電子ジャーナル、電子書籍、データベースの導入・利用を推進してい

る。 

 

8．入学者選抜の概要  

 8-1.アドミッション・ポリシー 

国際教養学部においては、異文化の他者との相互理解を促進し、グローバル

化の進展に対応するために、国・地域の枠を超え、多元的価値観を重視した国

際教養学教育を行う。二十一世紀型市民として、文化間の摩擦により生じる

様々な問題を理解・分析することを通じて、その解決に向けて他者と協働しな

がら積極的に行動できる人材を育成するために、以下のような者を受け入れ

る。 

・ 情報収集能力、洞察力に富み、生涯を通して、自らの「教養力」を強化

できる人 

・ コミュニケーション能力、異文化理解力を備え、国際的問題の解決に寄

与できる人 

・ 多様な文化的背景をもつ人々と協働し、地域社会の持続的発展に寄与で

きる人 
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8-2.入学試験・審査形態および入学試験科目 

上記のようなアドミッション・ポリシーに対応して、国際教養学部は多様な

文化、学修経験などの背景を持った志願者が受験できるような試験・審査を実

施する。そのために以下のような入学者選抜を実施する。 

 

 

種別 定員 試験の内容 対象 

一般入試 50 筆記試験 

高等学校又は中等教育学校

を卒業した者および当該年

度卒業見込み者、高等学校卒

業程度認定試験合格者およ

び合格見込み者等 

 

全

学

統

一

入

試 

［個別学

力 試 験

型］ 

10 筆記試験 

［センタ

ー 併 用

型］ 

10 

 

筆記試験と大学入

試センター試験の

組み合わせ 

 

センター利用

入試 

［前期 5 教科

型］ 

5 
大学入試センター

試験のみ 

推薦入学審査

（指定校） 
25 

 

書類審査+小論文+

面接（英語＋日本

語） 

 

過去の外国語学部の受験生

のデータを基に選んだ高校

（約 50 校）に所属する者 

学園内高等学

校推薦入学審

査 

15 

書類審査+面接（英

語＋日本語） 

 

南山高等学校男子部／南山

高等学校女子部／南山国際

高等学校／聖霊高等学校／

聖園女学院高等学校に所属

する者 
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種別 定員 試験の内容 対象

カトリック系

高等学校等推

薦入学審査

5 

書類審査+小論文+

面接（英語＋日本

語）

学園内を除く全国のカトリ

ック系高校（109 校）に所属

する者

帰国生徒推薦

（南山国際／

指定校）

5 

書類審査+小論文+

面接（英語＋日本

語）

帰国生徒を受け入れている

高校に所属する者

国際教養学部

特別選抜試験

（AO 入試型）

10 

書類審査+小論文＋

プレゼンテーショ

ン+面接（英語＋日

本語）

高等学校又は中等教育学校

を卒業した者および当該年

度卒業見込み者、高等学校卒

業程度認定試験合格者およ

び合格見込み者等（日本国内

のインターナショナルスク

ール出身者等を含む）

外国高等学校

卒業者等入学

試験

若干
書類審査+筆記試験

+面接 

帰国子女など、国外の教育制

度下で青少年期を過ごした

者

外国人留学生

入学審査
10 

書類審査+筆記試験

+面接 
外国籍を持つ者

外国人留学生

別科留学生推

薦入学審査

若干 書類審査+面接 

本学外国人留学生別科を修

了し、本学学部への進学を希

望する者

国際教養学部

特別選抜試験

（センター利

用型）

5 

大学入試センター

試験＋グループデ

ィスカッション＋

面接（英語＋日本

語）

高等学校又は中等教育学校

を卒業した者および当該年

度卒業見込み者、高等学校卒

業程度認定試験合格者およ

び合格見込み者等

合計 150 
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9．海外語学研修等の学外実習を実施する場合の具体的計画 

 国際教養学部では 2 つの独自の海外実習プログラムを実施する。 

 ①2 年次第 2 クォーターに必修化する約 6 週間の短期留学（６単位）（長期の

交換留学者を除く）。この留学は語学研修だけではなくアカデミックな内容の

科目を履修するものであり、実習先で学生は同時期に国内で開講する

「Citizenship B」「Introduction to Global Studies B」「Introduction to Sustainability 

Studies B」の内容に相当する授業を履修し、引率者のもとでフィールドワー

ク、グループ・ディスカッションを行い、帰国後に実習先大学の成績と 終レ

ポートを総合して国際教養学部が単位を付与する。この海外実習は、事前と事

後に行う国内での授業を組み合わせて実習の教育的効果を向上させる。 

 ②3 年次および 4 年次の第 2 クォーターに行う「GLS フィールドワーク」（3

単位）。このプログラムは教員が引率するものとし、毎年 5 つ程度のプログラ

ムを 3 週間程度の期間実施するが、同じ実習を毎年行うのではなく、基本的に

隔年実施として入れ替え、かつ 3-4 年生合同のプログラムとして実施する。担

当教員は自らが研究対象とする地域で学生のフィールドワークと語学研修を指

導する。また、学生が教員の指導の下でそれぞれプロジェクトを設定し現地で

の活動や調査を行うことを可能とし、その中にはサービス・ラーニング、聞き

取り調査などを含めて、海外実習先の事情に合わせたプログラムを組むことが

できる。このプログラムには、引率教員が事前と事後に国内で行う 1 単位の

「基礎演習」を組み合わせる。 

 ③その他。上記の国際教養学部のプログラムの他、第 2 クォーターに開講さ

れている外国語学部の「海外フィールドワーク」（3〜4 単位）科目に参加する

ことができる。外国語学部では、スペイン語、フランス語、ドイツ語、中国

語、インドネシア語の海外での言語実習を 3〜4 週間の期間、必修科目として

実施しているが、国際教養学部の学生は 2 年次の第 3 クォーターから第二外国

語としてこれらの言語を学び、所定の基準に達した場合には、これらの海外で

の言語実習を履修することができる。 

 

 9-1. 実習先の確保の状況  

 ①2年次第2クォーターの短期留学については、アリゾナ州立大学(Arizona 

State University 所在地：Tempe, AZ 85281, United States)を実習先としている。
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本プログラムについては、授業の実施方法、受入れ可能人数（ 大150名）、成

績評価について合意文書を取りつけている。（＜資料5＞） 

 アリゾナ州立大学は、国際教養学部の学生がグローバル・スタディーズとサ

ステイナビリティ・スタディーズについて学ぶ実習先として適切である。アリ

ゾナ州は、メキシコなどからの多数の移民を受入れている州であり、国境を超

えた人の動きについて、そしてそれが引き起こす問題やその対処法などについ

て学ぶことができる。また同大学はエネルギー政策研究でも有名であり、大学

自らも使用するエネルギーを自然エネルギーによる自家発電によって賄ってい

る。同大学は、学問的にも、実際に行われている政策を学ぶためにも 適な場

所である。 

②「GLS フィールドワーク」については、すでに引率する教員が実習先を確保

している。例えば、国際経済をテーマにするプログラムについては、交換協定

校のニューヨーク市立クイーンズ・カレッジを受け入れ機関とする。また、イ

ンドネシア語およびインドネシアの宗教と民族の多様性を学ぶプログラムにつ

いては、パジャジャラン大学文化研究学部で実施する。さらに、フランスでは 

Ecole de Management Bretagne Atlantique においてフランス語やフランス文化に

ついてのプログラムを行う。その他、ワシントン DC では国際関係に関する聞

き取り調査を行うプログラム、フィリピンのセブ島では地域のボランティア活

動を中心とするプログラムへの学生の参加の可能性が確認できている。 

＜資料 5＞実習施設一覧・受入承諾書 

 

 9-2. 実習先との連携体制 

①アリゾナ州立大学は、南山大学の交換協定校であり、学生の長期留学を通し

て南山大学とアリゾナ州立大学の学生交流担当部署が長年緊密な連携を取って

きている大学である。上述のように、同大学とはすでにプログラムについての

綿密な打ち合わせをしており、特に Director of Global Business Development か

ら、プログラムの計画と実施のための全面的な協力についての確約を得てい

る。 

②「GLS フィールドワーク」については、原則的に大学や公的機関を受け入れ

先とする。上記のクイーンズ・カレッジ、Ecole de Management Bretagne 

Atlantique などは既に協定校であり、先方の受入れ担当者とは良好な関係性を

築いていることもあり円滑な連携を行うことができる。また、協定校ではない
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実習先とは実施の前年に運用細則に関する覚書を取り交わし、学部教授会の承

認を経て具体的な条件を合意した上で実施する。

9-3. 成績評価体制および単位認定方法 

①アリゾナ州立大学におけるプログラムについては、プログラムの内容と時間

数が記されている修了証明書と成績表の提出を受け、それに加えて事前と事後

に行われる授業と帰国後に提出させるレポートを基に、全ての成績を総合的に

評価し６単位を認定する。

②「GLS フィールドワーク」については、受け入れ先から提供される報告書と

現地での活動報告含むプロジェクト・レポートを基に、引率教員が成績評価お

よび単位認定を行う。

9-4. その他特記事項 

アリゾナ州立大学におけるプログラムに参加しない長期留学を計画している

学生、および止む無い事情により参加できない学生に対して、「Citizenship B」

「Introduction to Global Studies B」「Introduction to Sustainability Studies B」を第２

クォーターに開講し、学生の必修科目の履修機会を保証する。

「GLS フィールドワーク」は、初年次からの国際教養学の学修と連動している

プログラムである。2 年間の基礎的な教養教育において関心を持った地球規模の

問題やテーマについて世界各地の受け入れ先機関を拠点として、各自のテーマ

についてフィールドワークを行う。

10. 編入学定員を設定する場合の具体的計画

10-1. 既修得単位の認定方法 

国際教養学部においても、南山大学の他学部、特に外国語学部で実施してい

る 2 種類の既修得単位の認定方法により、単位の認定を実施する。一つは包括

認定方式によるもので、50 単位を上限として認定する。さらに、個別科目につ

いて、既修科目と国際教養学部の科目との履修内容の相同を検討した上で原案

を作成する。その際、両方式の合計の認定単位数は卒業単位の半分である 62

単位を上限とする。認定に際しては、学部・学科科目は学科において、共通教

育科目においては全学教務委員会において原案を作成し、教授会の審議によっ

て認定を行う。
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＜資料 6＞編入学等による入学者の既修得単位に関する内規 

 

 10-2. 履修指導方法 

 国際教養学部の 1・2 年次開講科目のうちの必修科目については、編入学者

が相同の科目を履修していない場合は、当該科目を履修するように指導する。

ただし、1 年次の必修科目である「国際教養学入門」「国際教養学概論」「グロ

ーバル・スタディーズ概論」「サステイナビリティ概論」については、全ての

編入学生が受講するように指導する。 

 3 年次の演習の選択については、編入学が決定した前年度中に面談を実施し

た上で、「基礎演習」「PBL 演習」の選択の指導を個別に実施する。 

＜資料 7＞編入学後の履修モデル 

 

 10-3. 教育上の配慮等 

 編入学が決定した前年度中に面談を実施する段階で、編入学生の興味関心に

近い教員を指導教員として割り振り、編入学後の教育および学生生活上の指導

を行い、国際教養学部の新たな環境に円滑に順応し、勉学が順調に進むように

特別の配慮を行う。 

 

11．管理運営  

 国際教養学部の管理運営は、大学学則に基づき設置される国際教養学部教授

会により行われる。国際教養学部教授会は、南山大学教授会規程に基づき、国際

教養学部の授業科目を担当する教授、准教授および講師によって構成され、月 1

回の定例会議を開催することを原則に、学生の入学、卒業および課程の修了に関

する事項、学位の授与に関する事項などについて審議を行う。有任期の講師はオ

ブザーバーとして教授会に参加できる。 

 学科の管理運営は、国際教養学部が一学科から構成されているので、学部教授

会が管掌するものとする。ただし、学科レベルで審議が必要な事項がある場合に

は、学科会議を開催する。 

 さらに、学部には、教授会運営委員会、将来構想委員会、FD 委員会、教務委

員会、卒業研究委員会を設け、それぞれの管掌事項について取り扱う。 

 また、南山大学学則に基づき、学長を長とする学部間の連絡調整や諸規程の制

定改廃などを協議する大学協議会が設置されている。時間割編成や履修登録、試
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験の実施など大学全体の教務に関する事項を円滑に実施するための大学教務委

員会、将来構想に関する事項を審議する大学将来構想委員会、FD 活動を企画・

運営する大学 FD 委員会が設置されており、各学部教授会との緊密な連携のもと

に運営がなされている。

 国際教養学部において管理運営の中心を担う学部長は、南山大学学部長候補

者選挙規程基準および南山大学管理職制に基づき、各学部構成員の選挙（単記

無記名投票）によって候補者が選出される。選出された学部長候補者は、大学

評議会を経て学長により推薦、理事会の承認を得て、 終的に理事長により学

部長として任命される。

＜資料 8＞南山大学教授会規程 

＜資料 9＞南山大学学部長候補者選挙規程基準 

＜資料 10＞南山大学管理職制（抜粋） 

12．自己点検・評価

本学では、平成 3 年度に全学機関として、教学担当副学長を委員長とする

「南山大学自己点検・評価委員会」を設置して以来、「自己点検・評価報告書」

の毎年発行（平成 8 年より）など、組織的・継続的に自己点検・評価を実施して

いる。

それぞれの部局（学部・学科、研究科・専攻、各種委員会、各事務課室等、

組織体ではないが毎年度出される「学長方針」や「事業計画」も対象とする）は、

1．現状の説明（本年度の状況および前年度の自己点検・評価結果を踏まえた改

善状況）、2．点検・評価（本年度の目標の設定とそれを実現するための手段、お

よびその達成度）、3．長所と問題点（長所、改善された点および残された問題点

の整理）、4．将来の改善・改革に向けた方策（残された問題についての改善方策）

の 4 つの観点に基づいた報告書の作成・提出が毎年義務付けられている。提出

された自己点検・評価報告書は、自己点検・評価委員会のもとで大学全体の報告

書としてまとめられ、平成 17 年度以降、公式 Web ページで全文を公開してい

る。加えてそれぞれの部局の報告書を自己点検・評価委員会委員が分析し、改善

すべきところをまとめた『「自己点検・評価報告書」評価報告書』を作成し、そ

れぞれの部局にフィードバックすることにより自己点検・評価の形骸化を防い

でいる。これらのプロセスを通して、それぞれの部局は部局長を中心に毎年改

善・改革を行ってきている。
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平成 25 年度に受審した（財）大学基準協会の認証評価において、自己点検・

評価を行う体制として、「南山大学自己点検・評価規程」を制定し、全学的な「自

己点検・評価委員会」を設置し、2012（平成 24）年には、「理念・目的に基づく

方針や具体的な目標を設定し、それを実現・達成するための諸活動を自らの責任

において定期的・継続的に点検・評価する」ことなどを明記した内部質保証の方

針を策定したことに対し評価を得ている。 

 全学的な自己点検・評価の一環として、国際教養学部においても 2017 年度

（設置初年度）から毎年、自己点検・評価に取り組み、改善すべき点の発見と

その改善を行う。具体的には、毎年２回実施されている全学的な「学生による

授業評価」の結果を分析し、①個々の授業について、②時間割編成・カリキュ

ラムについて、③研究指導体制について、④研究環境・施設について、⑤その

他について、改善に向けての検討課題を洗い出し、他学部同様に、恒なる自己

改革を目標として自己点検・評価を実施していく。 

 

13．情報の公表 

 国際教養学部や大学全体に関わる情報は大学の公式 Web ページ

（http://www.nanzan-u.ac.jp/index.html）や大学案内等の出版物、大学説明会など

の大学行事や各種の広報活動、高校訪問などの機会を通じて受験生や広く社会

一般に公開しており、国際教養学部でもこれを行う。 

情報提供の中心である公式 Web ページを利用して具体的に提供している教育

研究活動の状況に関する情報には、以下のようなものがある。 

 

 13-1. 大学の教育研究上の目的に関すること 

  http://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/rinen/index.html 

http://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/koho/catholic/index.html 

http://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/torikumi/grand/index.html 

 

 13-2. 教育研究上の基本組織に関すること 

 http://www.nanzan-u.ac.jp/Dept/index.html 

http://www.nanzan-u.ac.jp/grad/index.html 

http://www.ic.nanzan-u.ac.jp/kenkyu/ic/index.html 
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13-3. 教員組織、教員の数ならびに各教員が有する学位および業績に関する

こと

http://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/index.html 

http://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kyoin.html 

https://porta.nanzan-u.ac.jp/research/ 

13-4. 入学者に関する受入れ方針および入学者の数、収容定員および在学す

る学生の数、卒業または修了した者の数ならびに進学者数および就職

者数その他進学および就職等の状況に関すること

http://www.nanzan-u.ac.jp/Dept/policy.html 

http://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/zaiseki.html 

http://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/gakui.html 

http://www.ic.nanzan-u.ac.jp/CAREER/siryou/syusyoku_2011.html 

13-5. 授業科目、授業の方法および内容ならびに年間の授業の計画に関する

こと

http://office.nanzan-u.ac.jp/KYOUMU/ 

http://office.nanzan-u.ac.jp/KYOUMU/f/jyugyo.html 

13-6. 学修の成果に係る評価および卒業または修了の認定に当たっての基準

に関すること

http://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/pdf/d1010.pdf 

http://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/pdf/d1020.pdf 

13-7. 校地・校舎等の施設および設備その他の学生の教育研究環境に関する

こと

http://www.ic.nanzan-u.ac.jp/GAKUSEI/kagai/index.html 

13-8. 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

http://www.nanzan-u.ac.jp/admission/campuslife/gakuhi.html 
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13-9. 大学が行う学生の修学、進路選択および心身の健康等に係る支援に関

すること

http://www.ic.nanzan-u.ac.jp/CAREER/index.html 

http://office.nanzan-u.ac.jp/student-services/campus-life/c004.html 

13-10. その他（教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識および能力に関

する情報、学則等各種規程、設置認可申請書、設置届出書、設置計画

履行状況等報告書、自己点検・評価報告書、認証評価の結果等）

http://www.nanzan-u.ac.jp/Menu/kokai/index.html 

14．教育内容等の改善を図るための組織的な研修等 

本学では、建学の理念に基づき、教育活動の質的向上を期して、「南山大学フ

ァカルティ・ディベロップメント（FD）委員会」を設置している。本委員会で

は、全学的な教育支援活動の企画立案に取り組むとともに、学部・学科等の組織

ごとに開催される授業研修会・研究会などを支援している。具体的には、「FD 講

演会」「新任教員研修会」「学生による授業評価」「プレゼンテーション研修会」

「情報機器の操作説明会」「外部 FD 研修会への参加」といった活動である。 

講演会や研修会以外に FD 委員会が全学的に継続的に実施している取り組み

としては、上に記した「学生による授業評価」（1999 年度～）や、事前アンケー

トにより見学を了承した教員の授業を参観する「日常的授業参観」（2003 年度～）

がある。「学生による授業評価」の活用については、各教員へフィードバックす

るとともに、それぞれの部局単位で教員相互に活用して部局全体の授業改善の

施策を講じるようにしている。その他、授業評価結果が特に高い授業について

は、「学内授業 GP」として、当該授業担当教員による授業研究会を開催してい

る。

また、FD 活動に関する情報を広く教員に提供するため Web ページを開設し、

委員会や学部・学科の取り組みを紹介するとともに、教育活動支援情報として、

学内外で開催される FD 関連の研究会や研修会、教育力の向上に役立つと思われ

る書籍や視聴覚資料、学内授業 GP の授業研究会の記録などを紹介している。あ

わせて図書館（名古屋・瀬戸キャンパスとも）に FD 関連指定図書コーナーを設

置し、Web ページで紹介した資料をすぐに閲覧できる体制を整備している。 
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15．社会的・職業的自立に関する指導等および体制 

15-1．教育課程内の取組について 

本学では各学部・学科において、キャリア科目が配置されている。国際教養学

部では、必修科目として 1・2 年次に「キャリアデザインⅠ・Ⅱ」を開講し、国

際公務員、国際 NGO/NPO 職員、国際企業人などによる国際キャリア教育を実施

する。また、資格（職業）の要件として単位の取得が必要となる学校の教員を目

指す学生に対しては、資格取得に必要な科目を他学部の授業科目や教職課程科

目として設けており、学生が選択履修できる。

＜資料 11＞シラバス 

15-2．教育課程外の取組について 

本学では、就職を含む今後のキャリアを考えることを目的とした支援制度と

して、「キャリアサポートプログラム」、「就職支援プログラム」および職業観・

勤労観の育成や専門教育の実地学習を目的とした就業体験を行う「インターン

シッププログラム」を実施している。また、既に進路や希望する職業（就職先等）

を選択している学生を対象として、資格取得や受験準備を支援するための各種

講座（法職特別課外講座、会計士講座、エクステンション・カレッジ学生向け特

別講座・公開講座）を開講している。

＜資料 12＞キャリアサポートガイド 2015 

15-3. 適切な体制の整備について 

本学では、全学的な組織として「キャリア支援室」と、正・副委員長、学部選

出委員、学生部次長、キャリア支援室長により構成される「キャリアサポート委

員会」と「就職委員会」を設置し、学生の社会的・職業的自立に関する指導等の

体制を整備している。キャリア支援室と両委員会は密接に連携しながら、各学

部・学科の教員をはじめ、教務課やエクステンション・カレッジ事務室等とも協

力して、学生の基礎学力の向上から社会人としての将来設計まで、初年次から一

貫したキャリア・就職支援プログラムの立案・運営を行っている。

＜資料 13＞キャリアサポート委員会規程 

＜資料 14＞就職委員会規程 
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